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教育委員会の事務の点検及び評価について 

 

１ 教育委員会の事務の点検及び評価の導入について 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２７条の規定により，平成２０年度

から，各教育委員会は，毎年，その権限に属する事務の管理及び執行の状況について，

自らが点検及び評価を行い，その結果に関する報告書を作成し議会に提出するとともに

公表することとされました。また，この点検評価にあたっては，学識経験者の知見の活

用を図ることとされました。 

芦屋市教育委員会では，法の趣旨に則り，効率的な教育行政の推進に資するとともに，

市民への説明責任を果たすために，前年度に行った事務の管理及び執行の状況について

点検及び評価を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》地方教育行政の組織及び運営に関する法律(抄) 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２７条 教育委員会は，毎年，その権限に属する事務（前条第１項により教育長に委

任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員

等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い，その結果に関する報告書を作成し，これを議会に提出するとともに，公表し

なければならない。 

 

２ 教育委員会は，前項の点検及び評価を行うに当たつては，教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 
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２ 平成２４年度（２３年度事業）教育委員会の事務の点検及び評価 

 

（１）趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条に基づき，効率的な教育行政の推

進に資するとともに，市民への説明責任を果たしていくため，芦屋市教育委員会の事務

の管理及び執行の状況について点検及び評価（以下「点検・評価」という。) を実施する。 

 

（２）点検及び評価の対象 

  平成２３年度の教育委員会運営状況及び事務事業の状況 

 

（３）点検及び評価の方法 

今回の点検及び評価は，「芦屋市教育振興基本計画」に基づく「平成２３年度芦屋の教

育指針」に掲げる教育施策の重点目標に添って事務事業を分類し，それぞれの事務事業

についての評価と，課題・方向性の検証を行いました。 

 

（４）学識経験者の知見の活用 

点検及び評価の実施にあたっては，その客観性を確保するため，教育に関して学識経

験を有する方々に依頼し，教育委員会事務局内で行った点検及び評価についてご意見を

いただいております。 

 

 ○ 浅野 良一 氏  

   略 歴 

兵庫教育大学大学院教授（教育実践高度化専攻，学校経営コース） 

   教育活動･････学校組織マネジメント，学校評価，教育施策の立案と評価 

   社会活動･････芦屋市，明石市，西脇市，兵庫県教育委員会点検・評価外部委員他 

 

 ○ 槇谷 正人 氏 

   略 歴 

摂南大学経営学部教授（経営学科：専門 経営戦略，経営組織，経営哲学） 

教育活動･････戦略と組織のマネジメント 

社会活動･････テクノロジーとマーケティングを繋ぐ組織間連携リエゾン他 
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Ⅰ 教育委員会の活動状況（平成２３年度） 

 

１ 教育委員会委員                   （平成２４年 3 月末現在） 

職  名 氏  名 任  期 

委員長 植田 勝博 平成 20.10.2～平成 24.10.1 

委員長職務代理者 宇佐見 裕子 平成 21.10.1～平成 25.9.30 

委員 白川 蓉子 平成 20.10.2～平成 24.10.1 

委員 小石 寛文 平成 23.12.6～平成 27.12.5 

委員（教育長） 福岡 憲助 平成 23.4.1～平成 27.3.31 

 

      

 ２ 教育委員会の開催状況 

   開催回数  定例会１０回  臨時会６回  

区 分 月  日 付 議 案 件 

第１回 ４月１５日 参事，次長，主幹及び主査の分掌事務を定める規程の一部を改

正する訓令の制定について 他４件 

第２回 ５月１３日 平成 23 年度 芦屋市義務教育諸学校教科用図書採択協議会委

員の委嘱又は任命について 他３件 

第３回 ６月 ３日 平成 24 年度使用芦屋市立義務教育諸学校教科用図書の採択に

関する基本方針（案）について 他４件 

第４回 ７月１５日 芦屋市スポーツ振興審議会委員の任命について 他１件 

第５回 ８月１９日 平成 24 年度使用義務教育諸学校教科用図書の採択について

他５件 

第６回 ９月 ２日 平成 23 年度教育委員会の事務の点検及び評価報告書について

他２件 

第７回 １０月 ７日 芦屋市教育委員会委員長の選挙及び委員長職務代理者の指定に

ついて 

第８回 １０月２１日 芦屋市美術品収集委員会委員の委嘱又は任命について 他１件

第９回 １１月 ４日 平成 24 年度芦屋市立小中学校教職員異動方針について 他１

件 

第１０回 １１月１８日 芦屋市文化財保護条例の一部を改正する条例の制定について

他１件 

第１１回 １２月 ２日 兵庫県高等学校通学区域検討委員会について 他１件 

第１２回 １２月１６日 芦屋市子ども読書活動推進計画について 他２件 
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第１３回 １月１３日 平成 24 年度採用芦屋市立幼稚園教員の募集について 他３件

第１４回 ２月 ３日 平成 24 年度教育費当初予算案について 他６件 

第１５回 ３月 ２日 芦屋市教育委員会事務局職務権限規則の一部を改正する規則の

制定について 他６件 

第１６回 ３月１６日 学校園医及び学校園歯科医の変更について 他３件 

議案件数     ４０件 

   専決報告      ８件 

   報告       １０件 

   選挙        １件 

 

３ 教育委員会委員の主な活動状況 

（1） 研修等 

名  称 月  日 

兵庫県市町村教育委員会連合会研修会 平成２３年 ５月１８日 

市指定研究会 平成２３年 ６月２４日 

芦屋市校園長等夏季研修会 平成２３年 ８月 ５日 

芦屋市立学校教頭夏季研修会 平成２３年 ８月１８日 

阪神７市１町教育委員会連合会研修会 平成２３年１１月１１日 

 

（2） 教育委員会関連事業 

○ 入学（園）式・卒業（保育）証書授与式 

   幼稚園 小学校 中学校 

入学（園）式 ４月１２日 ４月１１日 ４月 ８日 

卒業（保育）証書授与式  ３月１６日 ３月１９日 ３月 ９日 

 

○ 運動会・音楽会・文化祭など 

   幼稚園 小学校 中学校 

 

運動会 

１０月 １ 日 

８ 日 

６月 ４ 日

１１日

９月２３日

１０月１６日

１０月２９日

９月２２日

生活発表会 ２月１１日 

音楽会  １１月１９日

１１月２６日
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  ○ その他関連事業 

名  称 月  日 

仕事初め式 平成２４年 １月 ５日 

成人式 平成２４年 １月 ９日 

 

（3） その他 

○ 教育トーク  

  テーマ 「これからの芦屋の教育を共に考えましょう」 

校 区 会 場 月 日 参加人数 

精道中校区 打出浜小学校 ８月２３日 ６３人 

山手中校区 朝日ケ丘小学校 ８月２４日 ６４人 

潮見中校区 潮見中学校 ８月２５日 ５７人 

 

○ 市議会出席  

定例会２０回出席 

 

４ 教育委員会活動の情報発信 

○ 教育委員会の開催日時，会議記録を芦屋市ホームページに掲載している。 
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Ⅱ 教育指針  

 

教育施策の 6 つの重点目標 

 

１ 豊かな｢人間力｣をはぐくむために，考える力や創造性を伸ばす教育を進めます 

 

 子どもたちが個性豊かに，自立して社会で生きていくために必要な「人間力」の基盤と 

なる「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」をバランスよく身に付けるための指導の充

実を図ります。 

 ～確かな学力～ 

(１) 学習指導要領の趣旨を踏まえ，授業研究や授業改善に取り組み，基礎的・基本的な知

識・技能を確実に習得させ，これらを活用して課題を解決するために必要な思考力・

判断力・表現力等をはぐくむとともに，主体的に学習に取り組む態度を養います。 

(２) 国語科をはじめ各教科等において，発達段階に応じた，記録・報告・説明・討論・論

述といったそれぞれの教科等の知識・技能を活用する学習活動を行い，言語活動の充

実を図ります。 

(３) 全国学力・学習状況調査の調査結果を活用し，教育活動の成果と課題を検証して，学

力向上に係る研究や指導方法の改善に生かします。 

(４) 各校に１名の学習指導員(チューター)を引き続き配置し，算数・数学のきめ細かな指

導に努め，基礎学力の確実な定着を図ります。 

(５) 特別支援教育では，障がいのある子どもの発達段階や教育的ニーズを適切に把握し，

保護者と教師が密接に連携する中で，個に応じた指導・支援の充実を図ります。 

 ～豊かな心～ 

(１) 「命の尊重」「自尊感情」「思いやりの心」「困難や逆境に負けない強い心」など，人

間としてよりよく生きるための基本的な心構えや行動の大切さを，体験的・実践的な

活動を通して指導します。 

(２) 将来への夢と希望を語り，自己実現をめざして生きる子どもの育成に学校園・家庭・ 

地域社会が協働して取り組みます。 

(３) 教育活動全体を通して，社会生活の基本である規範意識の向上に努め，物事の良し悪

しを自分で考え判断して行動できるよう，指導の徹底を図ります。また，児童生徒自

身が問題を解決していこうとする自浄作用をもった集団づくりを進めます。 

(４) 児童生徒の悩みを積極的に受け止める教育相談体制を整備し，児童生徒の内面理解に

努め，人間的なふれあいを通して心のきずなを深めます。 

(５) 優れた芸術文化に触れたり，多様な芸術文化活動に参加したりする体験を通して，幼

児児童生徒の感性を高め，豊かな情操を養います。 
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(６) 学校園が創意工夫に満ちた魅力ある教育活動を展開し，子どもの「夢と志」をはぐぐ

む場としての機能を高めます。 

 ～健やかな体～ 

(１) 幼児児童生徒の体力の現状や生活実態について，学校・家庭・地域が課題を共有する

中で，それぞれが連携して，子どもたちが日常的に運動やスポーツに親しもうとする

意欲や態度を育てます。 

(２) スポーツ活動を学校の教育活動の中に適切に位置付け，運動の機会を増やすなど，児

童生徒の体力・運動能力の向上をめざした取組の充実を図ります。 

(３) 小学校体育研究会や打出教育文化センターの体力向上部会を中心に，児童生徒の体力

向上のための効果的な指導方法について研究を進め，その成果を発信します。 

(４) 食育については，校内指導体制を整備し，組織的・計画的に推進します。 

 

 

２ 命と人権を大切にする教育の充実に取り組みます 

 

 様々な人権課題の解決に向けて，人権尊重の精神の涵養を図る人権教育のさらなる充実 

を図り，全ての人々の人権が尊重され，相互に共存しうる平和で豊かな共生社会の実現を 

めざします。 

(１) 一人一人がそれぞれ違った人間であり，認めあうべき存在であるという認識にたち，

同和問題をはじめとするあらゆる差別を「絶対許さない」という人権教育，命を大切

にする教育の徹底を図ります。 

(２) 「いじめや不登校はどの子どもにも起こり得る」との認識にたって，その兆候の早期

発見・早期対応に努めるとともに，児童生徒の悩みや不安を受け止め，心の居場所が

つくれるよう支援します。 

(３) 震災の教訓を生かし，「助け合いの精神」や「困難や逆境に負けない心」をはぐくむ

教育を推進します。 

(４) 「自分の命は自分で守る」という危機回避能力を身に付けるために，引き続き，児童

向け講習会を実施するとともに，家庭・地域・関係機関との積極的な連携による子ど

もの安全を守る体制強化に向けた取組を進めます。 

 

 

３ 信頼され魅力ある学校園づくりに取り組みます 

 

公立学校園が子どもたちや保護者，地域にとって魅力あるものとなるよう，学校園長の

リーダーシップのもと，教職員の資質や実践的指導力の向上，教育環境の整備，新たな学

校間の連携システムの確立等を積極的に進めます。 
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(１) 「教師は最大の教育環境である」という認識のもと，豊かな人間性の涵養に努め，専

門性と実践的指導力の向上を図るために，打出教育文化センターの様々な研修講座等

を活用し，研究と修養に努めます。 

(２) 小学校外国語活動の指導体制の整備や，学習指導要領に対応した学習教材，指導書等

の整備に努めます。 

(３) 幼稚園では，「地域の親と子の育ちの場」としての役割や機能を果たせるよう取り組

むとともに，預かり保育等，保護者のニーズや実態に応じた子育て支援を実施します。 

(４) 学校種間の接続を円滑にし，子どもの発育と学習の連続性を重視した教育を進めるた

めに，幼稚園・保育所と小学校，小学校と中学校との間で，子どもたちの相互交流や

教職員の指導の交流を推進します。 

(５) 会議，研修，学校行事の精選やＩＣＴの活用による校務の効率化等の取組を通して，

教職員が子どもと向き合う時間を確保します。 

(６) 保護者・地域関係者との連携を強化し，学校評議員会や学校関係者評価委員会の意見

を学校運営に取り入れるとともに，学校情報公開に積極的に取り組む等，マネジメン

ト力の向上を図ります。 

 

 

４ 自ら本を手に取り，本が好きな子どもを育てます 

 

子どもたちに豊かな心をはぐくみ，本を活用して実生活に役立てるという観点から，読

書活動の充実に引き続き取り組み，「ブックワーム芦屋っ子」を育成します。 

(１) 子ども読書の街づくり推進事業の成果と課題を踏まえ，各学校園における読書活動の

充実及び家読（うちどく）運動に継続して取り組みます。 

(２) 学校図書館の蔵書情報をデータベース化する等，学校図書館の環境整備に努めるとと

もに，図書を活用した授業に取り組みます。 

(３) 公立図書館と学校図書館の担当者との合同研修や情報交換等の機会を設けるなどの

連携を密にして指導する体制づくりに努めます。 

 

 

５ 学校園・家庭・地域が連携して，子どもたちの育成を支えます 

 

子どもたちの育成を支えるため，学校園と家庭，地域との連携をより充実させ，学習活 

動や安全確保のための活動など，家庭と地域による積極的な学校支援を行います。 

(１) 学校園，家庭，地域と，地域の企業やＮＰＯ等の関係者が，それぞれに期待される役 

割を果たしつつ緊密に連携・協力することで，地域社会が一体となって，子どもたち

の育成をはじめとした地域の教育課題に取り組む仕組みづくりを進めます。 
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(２) 子どもたちが安全で安心できる活動拠点として，放課後，小学校の施設等を利用する

「放課後子どもプラン」事業を推進します。また，愛護委員による市内巡視活動を通

して，安全確保に努めます。 

(３) 家庭教育は，子どもの基本的な生活習慣や豊かな情操，他人に対する思いやり，自立

心や自制心，社会的なマナーなどを身に付ける上で重要な役割を果たします。社会教

育では，家庭教育に関する学習機会を提供し，家庭教育を支援します。 

 

 

６ 「いつでも，どこでも，だれでも」参画できる生涯学習社会づくりを推進します 

 

 多様化，高度化，個別化する学習ニーズに対応し，学習者にとって利用しやすい学習機 

会を拡充するために，「いつでも，どこでも，だれでも」活用できるよう，情報発信や講座 

開設などのソフト面と，関連施設(ハード面)をともに充実させる必要があります。 

(１) 多様で創意ある学習機会を提供するため，社会教育施設をはじめとする施設面の整備，

運営面の精査や対象者ごとに応じた対応など，様々な側面から学習の機会を拡充しま

す。 

(２) 子どもたちが様々な学習機会を通して，多様な学びを実現できるよう，社会教育施設

と学校園との連携を強化します。 

(３) 学習の成果を「地域力」の向上に活かす面からは，学習によって得た知識や技術など

の成果を，地域社会の中で活かすことのできる，知の循環社会の構築をめざします。 

(４) 市民一人一人が，それぞれの年齢や生活スタイル，目的に応じて，気軽に，生涯にわ

たってスポーツを楽しむことができる地域社会の実現を図ります。 

 



Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
１　豊かな「人間力」をはぐくむために，考える力や創造性を伸ばす教育を進めます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

各園での研究会，グループ研
究会，公開保育研究会を実施
した。

園内研究会
各園10数回
グループ研究
各2回（計8
回）
市指定研究会
2回

研究冊子を作成し，研究の報
告をした。

－

チューター（学習指導員）を
小中学校に配置し，学力差の
解消に向けた支援をした。

各小中学校に
1名　計11名

小中学校において「学力向上
パワーアッププラン」を実践
した。

全小中学校
11校

「学力向上研究支援プラン」
研究校を指定し，研究の成果
を公開し，普及に努めた。

自主課題研究4
校　中学校合同
研究3校　指定
課題研究2校

全国学力・学習状況調査が中
止となったので，児童生徒質
問紙調査のみ小学校6年，中
学校3年を対象に実施した。

全小中学校
11校

小中連携研究推進委員会を設
置し，今日的課題である中1
ギャップの問題をはじめとす
る学校種間の連携･接続のあ
り方について,実践･研究を
行った。

推進委員会２回
合同研修会１回
授業の交流４回
給食交流２回

児童生徒が，学習指導要領
に示された内容を理解し，
基礎基本となる学力を身に
つけるよう支援する。

学力向上支援事業では，
チューターを全校に配置し，
学力格差の解消や学習に対す
る意欲向上に効果を上げてい
る。
また，「学力向上パワーアッ
ププラン」｢学力向上研究支
援プラン｣｢小中連携研究推進
事業｣などの各事業を通じて,
教師の資質向上のための研修
や研究が計画的に実施でき
た。

学力向上支援
事業

事務事業名

学校教育課

きめ細かな取組内容で効果を
あげている。さらに成果をあ
げるためには，学力向上目標
と評価基準を明確にする必要
がある。それらを基に，小中
連携研究推進委員会のメン
バーやチュータ―（学習指導
者）の活動をマネジメントす
ることが必要である。

学校教育課

「学力向上研究支援プラン｣
については，指定校が固定
化しないように調整を行
い，全ての学校で,研究に対
する意識を高めていく必要
がある。
｢小中連携研究推進事業｣に
ついては，小中間の授業の
交流や共同研究をさらに進
めていくため,｢中学校合同研
究会｣と連携して進める。

全中学校区で「中学校合同授
業研究会」と連携して，合同
研修会などを実施した点は評
価できる。ただ，学力向上支
援事業の成果指標のひとつと
して，学力調査の結果や学習
状況調査の分析結果と対策等
を提示する必要があると考え
る。

事　業　内　容

幼稚園教育推
進事業

質の高い「芦屋の幼稚園教
育」を目指して，保育者の
資質向上を図る研究会や研
修会を重ねる。また幼児が
心豊かにたくましく成長し
ていけるように保育内容の
充実や環境整備を図る。

所管課名

平成23年度から3園で預か
り保育を実施した。他の園
でも預かり保育を希望する
声があり，今後実施園の拡
大を考えたい。また，今後
の幼稚園における指導・支
援のあり方について，さら
に研究を進める。

阪神間ではじめて，幼稚園3
園で預かり保育を実施したこ
とは評価できる。今後の継続
と拡大を期待する。また幼稚
園の教職員に対する研究や研
修の機会も評価できる。今後
は，幼稚園教諭の研修体系づ
くりや，幼稚園に対する指
導・支援の仕組みづくりを期
待する。

預かり保育の実施は重要であ
り，今後も実施園の拡大を
図っていただきたい。子育て
支援のため，ベテラン保育者
から若年層保育者への知識・
技能を伝承する体制・しくみ
を再検討する必要がある。

幼稚園教育に対する保護者の
評価は高い。国の施策と重ね
て，子育て支援の観点から
も，教育内容の充実のため
に，教員研修は継続して実施
する必要がある。

取組・成果 事　　務　　局

10



学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

取組・成果 事　　務　　局

小学校外国語活動を実施し
た。

1学級35時間

中学校ＡＬＴ（外国語指導助
手）を配置した。

1校平均
120日

小学校外国語活動アンケート
を実施した。

これからも英語
を使ってみたい
と思う児童の割
合　91.8％

日本語指導ボランティアを配
置した。（ポルトガル語・ス
ペイン語・インドネシア語・
韓国語・中国語・英語）

配置人数11
人・対象児童生
徒11人・配置
日数254日

道徳教育担当者会を実施し
た。

担当者会1回
11人

研究会，研修会を開催した。
4回，参加人数
148人

小学校３年生を対象に里山・
田や畑・水辺・地域の自然に
おいて環境体験事業を全小学
校で実施した。

3回（昨年度実
績3回）

事業が県の交付金事業に変更
され，交付金の額も減額され
たが，各学校が工夫して事業
の充実を図った。
芦屋市内にある自然（川や浜
など）や近隣地域での定点観
察を通して季節の変化を捉え
ることができた。

各学校が，地域や学校の実
情に応じ子どもたちが季節
の変化を五感で実感できる
活動を組み入れるなど，計
画内容や実施方法に工夫を
加えることが必要である。

交付金の額も減額されたが，
各学校が工夫して事業の充実
を図った点は評価できる。今
後は，内容がマンネリになら
ないように，常に教育的観点
から見直しを期待する。

交付金の減額のなかで，各学
校が近隣地域で工夫している
点は評価できる。子どもたち
が日常の身近な生活の中で命
の営み・つながり・大切さを
学べる機会開発も必要であ
る。

学校教育課

幼稚園児を対象にして，植物
の栽培や観察を通して体験的
な学習を行う「ひょうごっこ
グリーンサポート事業」を精
道幼稚園・宮川幼稚園で行っ
た。また，「植物の命にふれ
る」研修会を宮川幼稚園で実
施した。

講師6回招聘
県の補助事業を活用して幼稚
園における環境教育を継続し
て実施することができた。

県の事業の指定をまだ受け
ていない伊勢幼稚園につい
ては24年度，西山幼稚園は
25年度実施で計画を進め，
幼稚園における環境教育の
推進を図る。

幼児が，体験的な学習活動を
通じて，命の営みやつなが
り，命の大切さを学び，豊か
な心をはぐくむことは重要で
あり，県の補助事業を上手に
活用してほしい。

植物の栽培や観察を通した体
験的な学習は，大いに評価で
きる。引き続き，県の補助事
業の指定を受けていない幼稚
園に対しても，園内で環境教
育を体験できるような学習機
会を設計する必要がある。

学校教育課

道徳の授業に必要な兵庫版道
徳副読本の有効活用は，大い
に評価できる。また，児童生
徒の道徳性の育成目標と評価
基準の明確化が必要である。
さらに，担当者会を定期的・
継続的に実施することと，関
係諸機関との連携を深めるし
くみづくりも必要である。

学校教育課

環境教育推進
事業

幼児児童生徒が，体験的な
学習活動を通じて，命の営
みやつながり，命の大切さ
を学び，豊かな心をはぐく
む環境教育を推進する。

新学習指導要領に対応した道
徳全体計画及び年間指導計画
に基づき，児童生徒の道徳性
育成のための指導の充実が図
れた。また，兵庫版道徳副読
本の活用啓発に努めた。

道徳教育推進
事業

学校に対し新学習指導要領
に対応した道徳の全体計画
及び年間指導計画の作成を
指導する。教職員対象の研
修を行い，指導力の向上を
図る。
また，兵庫版道徳副読本の
活用を推進し，児童生徒及
び保護者の道徳性の育成を
図る。

日本語の理解が不十分な児童
生徒への支援のため，日本語
指導ボランティアを計画的に
配置することができた。
ALTは各中学校すべての学年
で高い頻度で授業に入り一定
の成果を上げている。
指導要領の改訂を見据えた
ALTの活用方法について市内
3中学校で共通理解できるよ
う担当者会を実施し，指導主
事の授業巡回も定期的に実施
した。

帰国・外国人児童生徒の増
加に応じた日本語指導ボラ
ンティアの配置を進める。
また，小学校外国語活動の
研修を拡充する。
中学校ではALT本人の研修
と合わせて，今後，その活
用方法について日本人教員
が研修する必要がある。

小学校での外国語活動では一
定の成果があるように思われ
る。
日本語の理解が不十分な児童
生徒への支援については，ボ
ランティアの活用が欠かせな
いと考える。また，新学習指
導要領に対応したALTへの
巡回指導等の継続実施を期待
する。

新学習指導要領に対応した
道徳全体計画及び年間指導
計画に沿った実践を確実に
進めるために，教職員の研
修の充実と関係諸機関との
連携を図る必要がある。
また，兵庫版道徳副読本の
活用をさらに進める必要が
ある。

兵庫版道徳副読本を活用し，
指導力の向上を図っている。
ただ，児童生徒の日常行動に
どのように影響があったの
か，いじめや問題行動件数
等，目安の指標も提示を検討
してほしい。

人的な指導の計画的配置が重
要課題である。その一つとし
て，ボランティアによる日常
指導のマネジメント体制を整
備することが重要である。さ
らに，運営管理を取組項目に
加える必要がある。

学校教育課
国際理解教育
推進事業

外国人言語指導助手を中学
校に配置した。
外国語活動を全小学校５・
６年生で実施する。
日本語指導が必要な児童生
徒へ日本語指導ボランティ
アを配置する。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

取組・成果 事　　務　　局

自然学校推進
事業

豊かな自然の中で，登山・
動植物や星の観察・野外炊
事・テント泊等を実施し，
感動する心や集団生活にお
ける協力する気持ち，自己
を見つめる力の向上を図
る。

自然学校推進事業を実施し
た。

事業実施率
100％，
参加率99.６％
（昨年度実績
事業実施率
100％，
参加率
99.8％）

各学校の取組が，自然学校の
施設の中だけの学習に終わる
ことなく，地域（丹波・但
馬）の環境を活かした学習や
事前事後の学習を行うことが
できた。

今後も全校実施を行い，4泊
5日に合ったプログラムの精
選，６年間を見通した系統
的な体験活動を図る必要が
ある。

自然学校推進事業は，4泊5
日で全校実施し，学習・体験
プログラムの精選や事前事後
学習の充実を図っている点は
評価できる。

前年度の成果を情報開示する
とともに，引き続き，6年間
を見通した系統的な体験活動
の整合性と改善を確認する必
要がある。

学校教育課

トライやる・
ウィーク推進
事業

中学生が地域社会の中で
様々な体験活動を通して，
豊かな感性や創造性を身に
つける。

職場体験，福祉体験，芸術文
化活動，幼児教育等の活動を
実施した。

参加率100%
（昨年度実績
99.2％）
受入先97事業
所（昨年度実績
93事業所）

生徒が地域社会の中で様々な
体験活動を行うことができ，
豊かな感性や創造性を身につ
けることができた。
また地域で子どもを育てるこ
との大切さを，多くの人が実
感できるようになった。

地域との交流が一過性のイ
ベントで終わらぬように，
その後も定期的に地域との
つながりを意識した活動が
求められる。

トライやる・ウィーク推進事
業では，市内公立中学校の２
年生全員が参加するという，
市民にも分かりやすい大きな
事業である。参加率が１０
０％で，受入先事業所も増加
している点は評価できる。

トライやる・ウィーク事業で
は，今後も地域との交流を深
めて定着させることが重要で
ある。地域社会が中学生の豊
かな感性や想像力を身につけ
る極めて重要な取組であると
評価できる。

学校教育課

文化体育振興
事業

催事を通して，幼児児童生
徒の文化体育活動への意欲
の高揚及び学校園教育の市
民への周知を行う。自由研
究・教育活動展の開催及び
自由研究冊子作成，中学校
総合文化祭，造形教育展，
芦屋市吹奏楽連盟演奏会の
開催，総合体育大会開会式
の運営を行う。

教育活動展を始め，文化教育
活動にかかる事業内容の充実
を図った。

教育活動展の出
品数340点
（昨年度実績
340点）

様々な文化教育活動を推進し
ていくことで，子どもの創作
意欲の向上が図れた。また，
保護者，地域からの学校教育
への理解を深めることができ
た。
総合体育大会開会式では，市
内６中学校の運動部員が集ま
り，大会の開始を盛り上げ
た。

自由研究・教育活動展，総
合文化祭では，作品がより
見やすくなるよう，展示や
レイアウトの工夫をしてい
く。
総合体育大会開会式では，
生徒の大会への意欲向上を
図るためのプログラムを検
討する必要がある。

市民をはじめ関係者に対し
て，行事等を通じて学校教育
への理解を深めてもらうため
に，各種イベントの工夫や，
来場者数確保のさらなる工夫
を期待します。

総合体育大会開会式では，市
内６中学校の運動部員が集ま
り，大会の開始を盛り上げた
活動は，文化体育振興事業の
象徴的な活動として評価でき
る。今後も，体験型，シミュ
レーション型の教育活動展の
新たな検討を期待する。

学校教育課

学校体育振興
事業

各種スポーツ大会への積極
的参加と交流，スポーツテ
ストの実施等，体力向上に
向けた取組を実施する。

体力テストを実施するとも
に，児童生徒の体力向上をめ
ざした研究・啓発を実施し
た。

小学校5,6年
生，中学生全員
に実施

体力・運動能力調査の分析結
果をもとに，子どもたちの健
康や体力向上に向けた授業づ
くりを研究した。
また，幼小中間で体力向上の
取組を交流し，その後の指導
に生かした。

幼稚園の公開保育，小学
校・中学校の公開授業を通
して，それぞれが連携する
中で，子どもの発達や能力
に応じた体力向上に係る指
導の在り方の研究を進め
る。

学力テストと同様，体力テス
トの結果も公表し，市民の理
解を得ながら，児童生徒の体
力向上をめざした授業方法や
指導の在り方の研究が必要だ
と思う。

幼稚園の公開保育，小学校・
中学校の公開授業は評価でき
る。今後も，児童生徒の日常
生活の中で体力・運動能力を
高めるための中長期的に取り
組む必要がある。

学校教育課

学校保健関係
事務事業

学校園医健診及び業者によ
る健診の実施，医師会，歯
科医師会，薬剤師会との研
修会，学校保健大会等を通
じての健康教育の保護者・
地域への周知を行う。

健康診断を実施した。
実施率100％
（昨年度実績
100％）

保健関係者との連携を図り，
心と体の健全な発達を目指す
健康教育を充実させることが
できた。

様々な健康課題（インフル
エンザ，アレルギー，薬物
乱用・熱中症，結核等）に
対する学校園の備え，学校
園医・健康保健事務所等と
の連携は，今後も重視して
いく。

心と体の健全な発達を目指す
健康教育の成果を目安の指標
で示すことを検討いただけれ
ばと思う。

保健関係者との連携による実
施率100％の継続は評価で
きる。今後も，様々な健康課
題の防止策を検討し続けるこ
とが必要である。

学校教育課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

取組・成果 事　　務　　局

学校給食展の内容を充実し
た。

参加人数490
人
（昨年度実績
450人）

食育研修会を実施した。食育
授業参観を行う中で，交流を
深めた。

食育研修会
参加延べ80人
（昨年度40
人）
衛生研修会2回
参加延べ66人

学校給食が安全，安心に実施
できるよう，環境整備に努め
た。

－

特別支援教育センターへの相
談件数

190件（昨年
度実績146
件）

学校園への支援員等の配置人
数

31人（昨年度
実績37人）

専門指導員の巡回指導回数
612回
(昨年度554
回）

小中学校研修会を開催した。
6回（昨年度実
績6回）

幼稚園研修会を開催した。
12回（昨年度
実績15回）

適正就学委員会を開催した。

本会議2回，専
門会議5回，対
象児童生徒18
名（昨年度実績
本会議2回，専
門会議5回）

幼・小・中合同の研修会を実
施するなど，研修に力を入れ
ている点は評価できる。
個別の教育支援計画について
も，特別支援教育センターや
専門機関の助言を積極的に活
用し，より充実させてほし
い。

幼・小・中合同の研修会を定
期的かつ継続的に開催した成
果が出ている。
個別の計画については，これ
らの研修会から理解が深めら
れた項目を，相互に情報交流
できる仕組みづくりが必要で
ある。

学校教育課

安全・安心な学校給食を安定
して供給されており，今後
は，心の教育，学力・体力と
の関連からの食育研究の充実
に期待する。また，保護者等
の関心を高めた学校給食展の
取組は評価できる。今後は中
学校給食の研究を早急に進め
ていただきたい。

学校給食の安全性と食育事業
を同時に継続して行く活動は
評価できる。そのことで，参
加者の多くから評価を得てい
る。さらに今後も，地産地消
の取組を推進することが重要
である。

学校教育課

学校，保護者，関係機関と一
体となって「相談→観察→協
議→個別の支援」という教育
相談サイクルが定着し，個に
応じた指導の充実が図れたこ
とは評価できる。今後は，新
しい県立芦屋特別支援学校や
関係諸機関との連携を強化
し，学校園の指導を支援する
体制の整備に努めることを期
待する。

特別支援教育センターへの相
談件数も増加している。その
背景には，学校，保護者，関
係機関が一体となり，「相談
→観察→協議→個別の支援」
という教育サイクルを定着化
させたことにあると考えら
れ，大いに評価できる。

学校教育課
特別支援教育
推進事業

特別な支援を必要とする子
どもたちの保護者及び教職
員を対象に教育相談や指導
方法への指導助言を行うと
ともに，支援員，スクール
アシスタント等を配置し，
幼児児童生徒の学習補助や
生活支援を行う。

保健福祉センター内に，特別
支援教育センターを設置して
いることで，障害福祉等関係
機関との連携した支援が進め
られた。支援員・スクールア
シスタントが担任と連携し，
ニーズにあった支援が進めら
れた。学校，保護者，関係機
関と一体となって「相談→観
察→協議→個別の支援」とい
う教育相談サイクルが定着し
た。

芦屋市特別支援教育セン
ターを中心として，県立芦
屋特別支援学校や三田谷治
療教育院等の関係機関との
連携を密にし支援体制の強
化に努める。支援員・ス
クールアシスタント等の専
門性を高めるよう研修を行
い，学校園に適切な配置を
行う。

特別支援教育
運営振興事業

特別支援教育コーディネー
ターや特別支援学級担当者
を対象とした研修会を実施
し，発達障がい等の理解を
深める。

幼・小・中合同の研修会を実
施することにより，各ライフ
ステージで切れることなく滑
らかな接続となるようコー
ディネーターを中心とした研
修を実施した。
障がいに対する教職員の理解
と専門性を深めるための研修
を定期的に実施できた。
幼稚園及び小学校では，授業
研究を行い実践を通して教師
の資質向上を目指した。

個別の教育支援計画につい
ては，特別支援教育セン
ターや専門機関の助言を得
ながら，内容の充実を図
る。
特別支援教育コーディネー
ター研修を定期的に開催
し，各学校園でのより一層
の支援の充実を図る。
特別支援学級での授業研究
を行い個別のニーズに応じ
た指導ができるよう資質の
向上を図る。

学校給食関係
事務事業

食育推進に努め，食育全体
計画・年間指導計画を作成
する。
食育授業研究会等，小学校
と中学校の連携を深める。
研修を通して，栄養教諭・
学校栄養職員の資質向上を
図る。
学校給食の安全な実施のた
め，Ｏ－１５７及び食中毒
の予防，給食施設等の衛生
管理指導を行う。また破損
した給食用食器の補充等，
給食室の消耗品の整備を行
う。

学校給食を円滑に実施するた
めの環境整備を進めること
で，安全・安心な学校給食を
安定して供給できた。学校給
食展は，家庭への食育推進の
働きかけに効果があり，多く
の参加者から高い評価を得る
ことができた。

学校給食用食器の検討，学
校給食を活用した食育研
究，食物アレルギー対応マ
ニュアルの策定，中学校昼
食のあり方の研究，地産地
消の取組の推進を今後も進
めていく。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
２　命と人権を大切にする教育の充実に取り組みます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

人権教育担当者会を実施し
た。

担当者会1回
11人

研究会，研修会を開催した。

4回，参加人数
112人（昨年
度実績　5回
106人）

芦屋市生徒指導連絡協議会を
開催した。

協議会開催11
回（昨年度実績
11回）

児童生徒の問題行動を把握
し，適切な指導を実施した。

小学校46件，
中学校548
件，（昨年度実
績24件，569
件）

児童生徒のいじめ認知数を把
握し，適切な指導を実施し
た。

小学校2件，中
学校16件（昨
年度実績2件，
28件）

在籍児童生徒へ学校復帰を目
指した指導を行った。

部分復帰6人，
完全復帰1人
（昨年度実績
部分7人，完全
1人）

担当者会，研修会等を開催し
た。学校訪問等により，不登
校児童生徒への支援について
助言した。

担当者会2回,研
修会1回

適応教室在籍児童生徒の保護
者への教育相談を行った。学
期毎に保護者会，懇談会を開
催した。

在籍児童生徒の
 保護者会   2回
 期末懇談会 2
回
 教育相談 85回
 家庭訪問 61回

児童生徒の健やかな成長を
支援する取組を推進する。
芦屋市生徒指導連絡協議会
を開催し，近隣校や保護
者，地域，関係機関との連
絡を密にする。生徒指導担
当を中心に登校指導や巡回
指導を行う。

芦屋市生徒指導連絡協議会の
開催により，近隣校や保護
者，地域，関係機関との連絡
が緊密になる等，連携して指
導を行う体制が整備されてき
た。
小中教員合同で講師を招聘し
て生徒指導の研修を実施し，
問題の発見や対応について共
通理解することができた。

カウンセリングセンターや
スクールカウンセラーを活
用し，教育相談の充実を図
り，事前指導の徹底，問題
行動等への組織対応，近隣
学校，保護者，地域，関係
機関との連携強化をさらに
進める必要がある。
特に小学校での問題行動の
増加に対応し，予防的，組
織的対応や小中学校間の連
携も今後重要性を増してく
るものと思われる。

適応教室実施
事業

小中学校の不登校児童生徒
で，適応教室在籍児童生徒
に対し，学校復帰に導く指
導を行う。
在籍児童生徒の保護者への
教育相談及び保護者会を開
催する。
引きこもり傾向の児童生徒
への家庭訪問による支援を
行う。小中学校・関係機関
との連携を図る。

積極的な家庭訪問，児童生徒
一人ひとりに応じた学習指導
や進路指導の充実等，適応教
室における学校復帰を目指し
た指導の充実により，７名の
児童生徒が学校へ部分復帰又
は完全復帰した。

学校教育課
人権教育推進
事業

学校に対し人権教育の全体
計画及び年間指導計画の作
成を指導する。
教職員が研修を通して，指
導力の向上を図れるように
する。また，県内の研修会
への参加を指導し教職員の
人権意識の向上につなげ
る。

人権教育の研修会によって教
職員の指導力の向上や人権意
識の向上を図ることができ
た。

人権に係る課題は多様化，
複雑化しており，こうした
課題に適切に対応できるよ
う，今後も様々な機会を捉
えて，教職員の研修の充実
を図る必要がある。

生徒指導対策
事業

事務事業名 事　業　内　容

学校教育課

不登校担当や担任との情報
交換をより密にして，不登
校傾向のある児童生徒への
支援を行ったり，通級して
いる児童生徒の学校復帰へ
のスモールステップを設定
した。
「県立但馬やまびこの郷」
との連携を進めているが，
今後，他の関係機関とも，
より一層の連携を図ること
が必要である。

積極的な家庭訪問，学習指導
や進路指導の充実等，適応教
室における学校復帰を目指し
た指導の充実により，７名の
生徒が学校へ部分復帰又は完
全復帰したことは，大いに評
価できる。関係機関との連携
を図り，今後も充実・継続す
べきだと思う。

生徒指導対策事業では，学校
や保護者，地域，関係機関が
緊密に連携して実施されてお
り評価できる。大津市の事件
等もあり，市民の関心も高
く，今後も積極的な取組を期
待する。

近隣校や保護者，地域関係機
関と密接に連携を図り指導し
ている点は大いに評価でき
る。
小中教員合同で講師を招聘し
て生徒指導の研修を実施も重
要な取組であると評価でき
る。
今後も，児童生徒のいじめの
予防につながる問題行動を，
事前に把握するため体制を確
立しておく必要がある。

学校教育課

所管課名

県の教育研修所の積極的な活
用や校内研修の活性化や様々
な機会の活用にも留意いただ
きたい。

取組・成果 事　　務　　局

人権教育は道徳教育と同期化
させて，研究会，研修会を継
続的に充実させる必要があ
る。今後グローバル化が進展
する社会において，多様性の
管理に関わる教育研修も重要
である。

児童生徒の家庭訪問や小中学
校，関係機関との連携は見事
に成果を上げている。
７名の生徒への学校部分復帰
および完全復帰の成功体験
を，再現可能な活動にするこ
とが必要である。そのため，
関連機関との連携に加えて，
懇談会，相談会を今後も充実
させることである。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
事務事業名 事　業　内　容 所管課名

取組・成果 事　　務　　局

カウンセリン
グセンター管
理運営事業

専門カウンセラー，電話相
談員が対応した教育相談に
よって児童・生徒の健全育
成に資する。対象は，児
童・生徒・教師・保護者。

芦屋市カウンセリングセン
ターに業務委託し実施した。

電話相談
138件，
面接相談
267件，
(昨年度実績
電話154件，
面接237件)

専門カウンセラー，電話相談
員が対応した教育相談によっ
て，児童生徒の健全育成に役
立てることができた。

専門カウンセラーによる教
育相談は今後も継続して実
施する。
相談機関としてのカウンセ
リングセンターの周知を徹
底し，相談件数を増やす努
力をする必要がある。

芦屋市カウンセリングセン
ターに業務委託がうまく機能
しているように思う。相談機
関としてのカウンセリングセ
ンターの周知を図り，専門カ
ウンセラーによる相談は継続
して実施すべきだと思う。

電話相談件数も年々増加して
おり，面接相談も成果をあげ
てきている。
今後も引き続き，重点課題と
して相談を受ける体制づくり
と，専門カウンセラー，電話
相談員の能力開発の充実が必
要である。

学校教育課

各学校園で様々な場面を想定
した避難訓練を実施し，子ど
もや教職員の防災意識を高め
るように努めた。

幼稚園76回
小学校28回
中学校5回
計109回

交通安全教室
　各幼稚園年間2回
　各小学1年生
自転車教室
　各小学校4年生
を開催した。

交通安全教室
26回，自転車
教室8回（昨年
度実績26回，
8回）

ＣＡＰ（子どもへの暴力防止
プログラム）講習会を開催し
た。

参加者数
小学校3年生
 779人
保護者196人
教職員124人

教職員対象の普通救命講習会
を実施した。

参加者数
107人
（昨年度実績
122人）

青色回転灯付
装備車による
下校時の安全
見守り事業

防災安全課が所管する青色
回転灯付装備車による下校
時の安全見守りのうち，山
手中学校区について実施す
る。

青少年センター（月・水・
金）と学校教育課（火，水，
木）で実施。
他校区は市職員等で実施

小学校下校時
200回程度

青色回転灯付装備車による子
ども見守りパトロールは，児
童の安全確保および犯罪に対
する抑止力に効果があった。
今後も継続して行うことが必
要である。

子どもの見守りに活動され
ている地域のボランティア
や，スクールガードリー
ダーと連携を取り合う機会
を持つことが必要である。

青色回転灯付装備車による下
校時の安全見守り活動を実施
したことは評価できる。今後
は，「見守り隊」などとの連
携の工夫を期待する。

青色回転灯付装備車による子
ども見守りパトロールを，今
後も効果的に推進するために
は，地域のボランティアとの
連携を進める必要がある。

青少年愛護
センター
学校教育課
等

学校教育課

各学校園で「1.17は忘れな
い」の集いを実施した。

全学校園

安全教育推進
事業

安全担当者会を開催し，学
校園と警察，消防，防災安
全課との連携を推進し，幼
児児童生徒の安全確保及び
安全・安心な学校づくりを
進める。

全幼稚園･小学校の幼児･児童
に対して,歩行訓練･自転車教
室などを実施することで，交
通安全に対する意識を高める
ことができた。
幼稚園では，保護者向けの交
通安全や降園指導を実施し
た。
また，ＣＡＰ講習会は，児童
が自らの安全を守る意識の涵
養に効果をあげた。
普通救命講習会では，教職員
の安全に対する意識,知識を高
めることができた。

来年度も,幼児児童生徒の交
通安全教室，防犯教室等へ
の参加推進，教職員による
不審者侵入を想定した訓
練，普通救命講習会やＣＡ
Ｐ講習会受講の促進等を継
続して進める必要がある。

園児，児童，生徒の安全にか
かわる事業であり，計画的・
継続的な取組が必要である。
特に，危機管理に関連した訓
練等も欠かせないと思う。

ＣＡＰ講習会は，児童が自ら
の安全を守る意識の涵養に効
果をあげている点は大いに評
価できる。
今後も，交通安全教室を，学
校，警察，消防，防災安全課
と協働で進めることが必要で
ある。そのための情報の流れ
や意識の涵養など，各機関間
が連携してボトルネックを生
み出さないよう，円滑な活動
が必要である。

学校教育課

防災教育推進
事業

教職員が，防災に関する知
識，技能を身につけること
により，危機管理能力の向
上を図る。
また，防災訓練の実施や県
の「震災・学校支援チーム
（ＥＡＲＴＨ）」等の活用
により，幼児児童生徒の防
災に関した実践的な態度や
能力の育成に努める。

防災教育推進事業では，東日
本大震災や阪神・淡路大震災
の教訓を風化させないため
の，様々な災害を想定した避
難訓練を実施した。
また学校園合同の避難訓練も
行い，地域全体で避難意識を
高めていけるよう取り組ん
だ。

各学校園で「１・１７は忘
れない」の集い等，震災の
教訓を生かす取組を継続す
ることが大切である。また
「自分の命を自分で守る」
という日ごろの意識付けを
大切にしていく。
現在，学校校舎3階以上が公
の避難場所に指定されてい
るが，想定を超える津波に
対応できる避難場所の確保
も検討していく。

東日本大震災の教訓を活か
し，浜側の学校では津波避難
を取り入れた避難訓練を行っ
たり，隣接する幼稚園と小学
校で合同避難訓練を実施した
ことは評価できる。防災教育
推進事業は，防災に関した実
践的な知識，技能を身につ
け，有事に備えるとともに，
阪神・淡路大震災の教訓を風
化させないための取組であ
り，効果的な推進を期待す
る。

東日本大震災や阪神・淡路大
震災の教訓を風化させないた
めの，様々な災害を想定した
避難訓練を実施してきた点は
大いに評価できる。
幼児児童生徒の立場から，学
校，家庭，行政との連携が必
要である。教職員はこれらの
視点からリスク項目を事前に
整理し直し，リスクマネジメ
ント体制を整備しておく必要
がある。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
３　信頼され魅力ある学校園づくりに取り組みます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

学校評価は，学校関係者評
価も含めてすべての学校園
で実施し，その結果を教育
委員会のホームページで公
開した。

－

教育ボランティアを活用し
た。

活動人数
延662人
（昨年度
1,170人）

「芦屋の教育指針」を作
成，配布し，学校園の適切
な教育活動を支援し，指導
した。

全小中学校（11校）に対し
て事務監査を実施した。

新たな教育課題に対応した
各種研究会・協議会を開催
した。

学校園の緑化活動を推進し
た。

学校園の教育活動に必要な
消耗品等の購入・配布をし
た。

学習や校務，図書館利用で
コンピュータを活用できる
環境を整備する。

運用管理会議を
月2回実施
ＰＣ126台，
プリンタ8台，
学校図書館シス
テムを導入

ICTを授業に活用できるよう
支援する。

情報教育担当者
会　4回実施

情報セキュリティ対策を進
める。

新規利用者研修
3回実施
情報モラル研修
1回実施

各学校園が，幼児児童生徒
や地域の特性に応じた教育
目標・教育計画を明確にす
ることは極めて重要であ
る。また保護者や地域の
方々の参画と協働のもと
で，特色ある教育活動を展
開することについても可視
化することの検討も必要で
あると考える。また今後も
引き続き，ＮＰＯなどとの
連携を図るとともに，管理
運営の方法について検討を
続ける必要がある。

学校教育課

ＩＣＴ機器の環境整備も重
要である。さらに効果的な
授業推進のためには，読書
活動の促進のための具体策
を設計することも重要であ
る。また，ICTを活用するこ
とで，どのように授業改善
され効果が生み出されるの
か外部に対する説明も必要
になる。

打出教育文
化センター

学校園に対して，市全体の
教育方針を示すことで，学
校園が同一歩調で指導が行
えており，今後も継続して
実施する。
また，HP等を有効に活用し
て，教育委員会の取組を積
極的に発信していく。

市の総合計画，教育振興ビ
ジョン，そして教育指針を
連動させ，市民に分かりや
すく学校教育の将来像とそ
こに至る道筋を示すことが
重要である。そのために
は，学校園が同一歩調で指
導を行うことが必須である
と思う。また，実施に当
たっては，環境整備は目で
見える変化や成果であり，
丁寧な取組を期待する。

企画策定の段階で，内容の
妥当性について環境面・安
全面の観点から検討する必
要がある。一方，運営の段
階で，正確でスピーディな
実行のための組織体制を同
時に検討する必要がある。
さらに，全小中学校（11
校）に対して事務監査を実
施した結果の公開も重要で
ある。

－

教育指針の作成や学校園の公
簿の整備等，学校園が適切な
教育活動を行うための支援や
環境整備を適切に行うことが
できた。

学校教育課

所管課名
取組・成果 事　　務　　局

事務事業名 事　業　内　容

学校評価・学校関係者評価
は，地域等とのコミュニ
ケーションツールであり学
校をよくするためのシステ
ムで，100％実施の次のス
テップは，学校評価を生か
して①毎年度少しでも学校
をよくする改善を進め，地
域等との連携を推進し，②
地域住民の信頼を向上させ
ることを目指してほしい。
また地域人材の有効活用の
工夫を期待する。

ＩＣＴを活用することで授
業を改善したり，図書を活
用する授業を促進したり，
ホームページにより積極的
に情報発信したり，情報セ
キュリティに対する意識を
向上させたりする手立てや
研修を行っていく。
また，市内学校間共通の
データベースを整理してい
く必要がある。

授業でのＩＣＴ活用が日常
化しつつあることは評価で
きる。今後は，その学習成
果を発信してほしい。また
学校図書館システムの導入
も評価できる。

学校園ICT環境
整備事業

学校園教育情報ネットワー
クシステムの整備，運用，
保守を行う。校務用，教育
用コンピュータ等の整備，
運用，保守を行う。
ICT機器を活用した授業を
推進する。情報セキュリ
ティの管理運用を行う。

平成22年度は，子ども読書
の街づくり推進事業の最終年
度で，図書のボランティアが
活発に活動した。平成23年
度は事業が一旦，終了したこ
とでボランティアの活動人数
は減少してはいるが，それで
もボランティアの活動人数は
一昨年よりも多く，学校園の
特色ある活動を支えている。

特色ある学校園づくりをさ
らに進めるにあたっては，
地域人材の有効な活用が求
められる。学校園のニーズ
に応じた指導者確保のため
にも，ＮＰＯ等との連携を
図るなど仕組みを充実させ
ることが必要である。

ネットワークを利用した電子
情報の共有化により，校務の
効率化がさらに進んだ。
授業でのＩＣＴ活用が日常化
しつつある。
また学校図書館システムの導
入により，図書室への来館者
が増え，読書活動の促進にシ
ステムが活用されている。

各学校園が，幼児児童生徒
や地域の特性に応じた教育
目標・教育計画を明確に
し，保護者や地域の方々の
参画と協働のもとで，特色
ある教育活動を展開するこ
とを支援する。

企画運営事業

幼児児童生徒が充実した学
校園生活を送ることができ
るよう，学校園の教育環境
を整備し，教育実践が高ま
るように指導する。

活力に満ちた
特色ある学校
園づくりの推
進
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

管理職，教務主任等の研修
会等を実施した。

22回（昨年度
実績24回）

新しい学習指導要領への移行
に対応するために，教職員の
資質向上のための研修を計画
的に実施した。特に教務担当
者への評価に係る研修の充実
を図った。

各学校園において，若手教
職員等，指導経験が少ない
教職員が増加しており，多
様化する幼児児童生徒への
対応を適切に行える専門性
と実践力を備えた教職員の
育成を計画的に進める必要
がある。

学校教育課

若手教員（２～5年次），初
任者研修等の研修会を実施
した。

年次研2回
（130人）
初任者研4回
（64人）

特に喫緊の課題である若手育
成に着手し,当該教員だけでな
く管理職の立場からも啓発を
図ることができている。当該
教員は，年次グループで自主
的な取組を促されており,互い
がメンターとして機能しつつ
ある。

若手教員が増える中，リー
ダー育成の取組が必要であ
る。また,年次グループが自
らどのような目標を設定
し，どう取り組んでいるの
かを定期的に把握し,適切な
助言を必要とする。

打出教育文
化センター

打出教育文化
センター教育
研究推進と研
修事業

教職員一人ひとりが専門性
を身につけ，資質の向上を
図るための研修を実施す
る。

一般研修，情報研修，夏季
研修，委嘱研究部会を実施
した。

一般研修（夏季
研修を含む）
1,337人，情
報研修2８８
人，委嘱研究部
会48人（昨年
度実績1,373
人，2３４
人，）

研修内容をより充実させるた
めに，教師の人間性・教育観
を基盤とする講座が取り入れ
られている。
特に，児童生徒の内面の理解
を大切にした研修が充実して
きた。
委嘱研究部会では,幼・小・中
の連携の必要性への気づきが
見られる。

各研修や委嘱研究部会での
取組の発信の仕方を考えて
いくことを契機に,幼・小・
中のより一層の連携，ベテ
ラン教員のノウハウの伝承
を視野に入れた,センターと
しての機能の見直しを図る
必要がある。

各種研修会の充実に加え
て，学校間情報ネットワー
クシステム活用に関する研
修や運用・活用の充実は適
切な取組だと思われます。
また，芦屋市独自の教員ス
タンダード等の開発や，ベ
テラン教員のノウハウを伝
承するようなカリキュラム
センター等も検討されては
どうかと思います。

教員が児童生徒に向かい合
うことが重要である。その
ため，教員が児童の心の声
を聴くカウンセリング能力
の向上などの研修が必要で
ある。

打出教育文
化センター

打出教育文化
センター一般
事務

幼児児童生徒に関する情緒
不安，対人関係，学習障
害，不登校などの相談に対
して専門相談員が相談を受
け，解決の方向を見いだ
す。

教育相談を実施した。

583回，36人
（昨年度実績
589回，33
人）

ケースによっては，学校現場
や関係教育機関との連携がう
まくとれている。

学校園へ施設利用の周知の
機会を増やしつつも，相談
を重ねながら,集団（学級）
へ戻していくことを常に意
識しておくことが大切であ
る。

教育相談事業では，学校園
へ施設利用の周知，個別対
応においては学校園との連
携強化を期待します。

学校園への施設利用の周知
徹底も重要であるが，専門
相談員の能力開発のため，
相互学習の場や経験を共有
する場が必要である。

打出教育文
化センター

教職員の資質
向上事業

教職員の専門性と実践的指
導力の向上を目指した研修
会を実施し資質向上を図
る。

若手教職員が増加している
なか，校内での人材育成で
あるOJT（On-the-Job
Training）に注目し，年次
グループで自主的な取組を
促されており，互いがメン
ターとして機能しつつある
ことは評価できる。横浜市
や京都市の先進事例を研究
するなど，若手育成の工夫
を期待する。

若手教職員間の主体的活動
による相互学習が必要であ
る。そのため，講師を招い
て学ぶことだけではなく，
相互の学習を促進させる仕
組みを整える必要がある。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

小学校施設整
備事業

学校施設の整備改修工事を
行い，学習環境の保全・改
善を図る。

山手小学校体育館屋根塗装
及び給食室棟屋上防水改修
工事を行った。

－ 管理課

中学校施設整
備事業

学校施設の整備改修工事を
行い，学習環境の保全・改
善を図る。

精道中学校正門雨水排水桝
設置工事を行った。

－ 管理課

幼稚園施設整
備事業

安全対策や良好な学習環境
の整備を図ることを目的と
して，窓ガラス飛散防止
フィルム設置，空調整備及
び幼稚園施設の整備改修工
事を行い，学習環境の保
全・改善を図る。

西山・伊勢・浜風幼稚園窓
ガラス飛散防止フィルム設
置，全園保育室空調整備，
潮見幼稚園電気設備・屋上
防水改修，宮川・朝日ヶ丘
幼稚園の老朽化したスチー
ル製建具をアルミ製に改修
工事を行った。

－

同上に加えて，全園の保育
室に空調を整備した点や，
窓ガラス飛散防止フィルム
の設置は評価できる。

管理課

小学校維持管
理事業，中学
校維持管理事
業

施設設備を保全・改善し，
日常使用に不都合が生じな
いように維持を図る。

施設の巡回警備及び夜間の
機械警備を業務委託で実施
するとともに，設備の保守
点検業務委託及び施設・設
備の維持修繕工事を実施し
た。

－

幅広く考えうるリスク項目
の洗い出しを，多くのメン
バーの意見を出し合って整
理しておく必要がある。

管理課

幼稚園維持管
理事業

施設設備を保全・改善し，
日常使用に不都合が生じな
いように維持を図る。

夜間の機械警備を業務委託
で実施するとともに，設備
の保守点検業務委託及び施
設・設備の維持修繕工事を
実施した。

－

園児が取りうる行動につい
て，過去の事例から体系的
に文書化しておき，今後変
化する施設設備の保全改善
計画に組み込む必要があ
る。

管理課

私立学校園助
成費

市内の私立幼稚園の設置者
に対して施設整備，設備の
充実，教材購入，教職員の
研修等に要する経費に充て
るため助成金を交付し，私
立幼稚園の教育の振興と充
実を図る。また，特別支援
教育振興を図るため，私立
幼稚園特別支援教育振興助
成金を交付する。

私立幼稚園助成金交付・特
別支援教育振興助成金を交
付した。

私立幼助成4
園・特別支援振
興該当なし（昨
年度実績　私立
幼助成4園・特
別支援振興該当
なし）

私立学校園助成費は，私立幼
稚園の健全な運営に貢献して
いる。

私立学校園助成費は，私立
幼稚園の育成に必要であり
継続して実施したい。また
評価や情報公開について
は，財政部局等と協議し先
進事例などの研究を行いた
い。

私立学校園助成費は，私立
幼稚園の育成に必要であり
継続する必要があると思
う。
公の費用を投入した事業に
ついては，その成果が問わ
れ，納税者である市民に説
明する責任があリ，評価や
情報公開の研究を期待す
る。

助成を受けた私立幼稚園に
対して，事業実施報告書，
収支精算書などの提出後の
評価が必要である。そのた
め，評価基準を提示すると
ともに情報公開することが
重要である。

管理課

学校園施設の維持管理事業
については，コスト面にも
留意しながら，より適正な
方法で実施していく。
また各学校園に対しても，
日常業務の中で施設の維持
管理を適切に行うよう指導
を進める。

施設維持管理事業は，子ど
もたちの安全・安心を確保
し，良好な教育環境を維
持・保全するために必要で
あり，財政上の制約がある
とは思いますが，計画的に
実施していただきたい。ま
た，経費節減の工夫も知恵
を絞っていただきたい。

施設維持管理事業は，子ど
もたちの安全・安心を確保
し，良好な教育環境を維
持・保全するために必要で
あり，財政上の制約がある
とは思いますが，計画的に
実施していただきたい。ま
た，経費節減の工夫も知恵
を絞っていただきたい。

大規模改修等により教育環境
は順次改善され，施設の利便
性も少しずつ向上を図ること
ができている。
また近年問題となっている非
構造部材の耐震化や，太陽光
発電などの環境対策などにつ
いても，可能なところから着
手している。

学校園施設の維持管理事業
は，幼児・児童・生徒等の安
全・安心を確保し，良好な教
育環境を維持・保全するため
に必要な事業と考えている。

昨年度，市長部局に公共施
設を一元管理する担当部署
が設けられ，全庁的な視点
から，より効率的な施設維
持保全を計画的に進める体
制になってきている。
教育委員会としても，従
来，内部で作成してきた年
次計画をもとに優先順位等
を勘案し，公共施設担当部
署等と十分協議しながら，
施設設備の老朽化が進行し
ている学校園について，計
画的に大規模施設整備，建
替及び環境対策等を進めて
いく。

施設整備事業の推進と同時
に，リスク項目の洗い出し
を急ぎ，リスクをマネジメ
ントする体制を整備する必
要がある。そのために日常
業務における５Ｓ（整理・
整頓・清掃・清潔・躾）の
取組を定着させることであ
る。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

私立幼稚園就
園奨励費補助
金

私立幼稚園に在園する３歳
児以上の園児の保護者に対
して世帯の市民税課税額に
応じて就園奨励費を支給し
保護者の経済的負担を軽減
する。

私立幼稚園就園奨励費補助
金を支給した。

154人（昨年
度実績159
人）

奨学金，就学援助等は，教
育の機会均等の保障及び奨
励のために継続実施が必要
である。

奨励金，就学援助費は，と
くに園児児童において教育
の機会均等の保障に必要で
ある。

管理課

要保護児童生
徒就学援助
費，義務教育
児童生徒就学
援助費（国庫
補助対象外）

経済的理由により就学困難
な児童生徒の保護者に援助
費を支給することにより義
務教育の円滑な実施に寄与
する。

要保護児童生徒就学援助
費，義務教育児童生徒就学
援助費（国庫補助対象外）
を支給した。

小学校428
人・中学校
249人（昨年
度実績　小学校
439人・中学
校226人）

同上 同上 管理課

芦屋市奨学金

経済的理由により就学困難
な者に奨学金を支給して教
育の機会均等及び就学を奨
励する。

芦屋市奨学金を給付した。
　公立高校　月額5000円
　私立高校　月額7000円
を給付

公立高校111
人・私立高校
62人（昨年度
実績　公立高校
106人・私立
高校65人）

同上
奨励金，就学援助費は，教
育の機会均等の保障に必要
である。

管理課

奨学金，就学援助等は，教育
の機会均等の保障及び奨励の
ために必要である。

経済･雇用状況の見通しなど
から，今後も経済的困窮家
庭が増加することが予想さ
れるので継続して実施した
い。
また，引続き，近隣市等の
同制度の状況について常に
最新の情報収集に努める必
要がある。
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
４　自ら本を手に取り，本が好きな子どもを育てます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

学校図書館の本を電算化する
等，学校図書館の環境整備を
図った。

全小中が校で実
施

「子どもに読ませたい図書リ
スト４００選」を学校園・保
育所へ配布した。

4歳児に配付

「おはなしノート」を配布し
た。

全公立幼稚園
年長児に配付

推進モデル校を指定した。 ２校

読書スタンプラリーを実施し
た。

ゴール達成者
468名

『図書リスト４００選』を活
用するために読書ノート（低
学年用・高学年用）を作成し
た。

市内公立小学生
全員に配付

学校図書館司書補の研修会を
行った。

2回，22名

読書活動推進
事業

保護者・市民の参画と協働
により，読書が大好きな子
どもを育成し，子どもたち
の平均の読書冊数を増やす
取組を行う。

「子ども読書の街づくり推進
事業」の成果と課題を踏ま
え，これまでの取組の継続や
発展に取り組んだ。
特に，図書ボランティアをは
じめ，多くの保護者，地域の
方々の間でネットワークが構
築されたことにより，地域と
連携した読書活動が展開でき
た。
また，全小中学校で学校図書
館の本の電算化を実施したこ
とで，学校図書館の環境整備
を進めることができた。

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

学校図書館の電算化の成果
を活かし，児童生徒がより
利用しやすい学校図書館づ
くりを目指す。
また，学校図書館関係職員
に対する研修の充実を図る
とともに，図書ボランティ
アや公立図書館との連携強
化に努め，子どもの読書活
動を支える体制の強化に取
り組んでいく。

学校図書館システムを全校に
導入することにより，学校図
書室の整備を図ったことは評
価できる。また，図書ボラン
ティアをはじめ，保護者，地
域の方々が学校の読書活動を
支える取組は大いに評価でき
る。今後も，読書活動の推進
に向けた取組を強化してほし
い。

「読書活動推進事業」は成果
をあげており，大いに評価で
きる。また，読書の街づくり
のための体制，しくみづくり
も重要であるが，絵本の読み
聞かせや学習発表会など，直
接的な人的による指導の場を
多く設けることが必要であ
る。さらに，児童生徒の読書
習慣の定着を図るための目標
や指標を設定することが重要
である。

所管課名

学校教育課
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
５　学校・家庭・地域が連携して，子どもたちの育成を支えます

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

こども会連絡協議会の活動を
支援した。

35 団 体 1,706
人（昨年度実績
35 団 体 1,688
人）

丹波少年自然の家（事務組
合）の運営に参加した。

利用者14団体
3,101人
（昨年度実績
13団体，
2,490人）

成人式を開催した。
参加者589人
(昨年度実績
542人）

青少年保護対
策事業（芦屋
市留守家庭児
童会事業）

子育て世代の就労支援，育
児支援のため，適切な保護
育成に欠ける小学校１年生
から３年生を対象に，遊び
や集団生活の場を提供す
る。

芦屋市留守家庭児童会事業を
実施した。

入 級 児 童 数
371 人 （ 昨 年
度 実 績 345
人）

青少年保護対策事業（芦屋市
留守家庭児童会事業）では，
保護者から開設時間延長の要
望を受け，22年11月より実
施継続中である。

昨今の社会情勢・子育て支
援施策においては，保護者
から多様なニーズ要求があ
るため，公立公営での運営
には限界がある。民間事業
者の参入も含め，運営形態
を改めることも必要となっ
ている。

保護者へ開級時間延長の希望
調査を実施し時間延長を継続
している点は評価できるが，
今後のことを考え，民間事業
者の参入も含め，運営形態の
研究を期待する。

保護者から多様なニーズ要求
に応えるのは，公立公営での
運営では限界があると思われ
る。そこで，民間事業者と部
署間の調整を図り運営形態を
決める必要がある。

スポーツ・
青少年課

放課後子ども
プラン（校庭
開放事業）

放課後子どもプランでは，
市内の各小学校区におい
て，放課後や週末等に小学
校施設等を活用して，子ど
もたちの安全・安心な活動
拠点として「子ども教室」
を設け，地域の方々の参画
を得て，勉強やスポーツ・
文化活動，地域住民との交
流活動等の取組を実施する
ことにより，子どもたちが
地域社会の中で，心豊かで
健やかに育まれる環境づく
りを推進する。

小学校に校庭開放管理人を配
置して，児童に校庭を開放し
た。
地域住民の協力を得て小学校
教室で放課後に多世代交流や
地域文化伝承の場を持った。

実 施 小 学 校 8
校，開放延日数
885 日 （ 昨 年
度 実 績 8 校 ，
918日）

放課後子どもプランでは，図
書館友の会が実施していた
「子どもの部屋」を平成２３
年度から放課後子どもプラン
事業に取り込み，地域との交
流事業等の拡充を図った。引
き続き，効果を検証しつつ，
さらなる拡充を図ることが必
要である。
また，従来から行っている校
庭開放事業について，より利
用しやすい体制づくりとし
て，一旦下校せずに参加でき
るように体制構築に取り組
む。

放課後子どもプランでは，
児童の安全な居場所を確保
するために事業の充実を継
続する。具体的には，多世
代交流や地域文化伝承の場
としての教室型事業を今後
も拡充させることと，校庭
開放事業についても，より
利用しやすい体制づくりと
して，一旦下校せずに参加
できるような体制構築に取
り組む。

平成２３年度から，図書館友
の会が実施していた「子ども
の部屋」を放課後子どもプラ
ン事業に取り込んだ工夫は評
価できる。さらに，地域住民
の協力を得て小学校教室で放
課後に多世代交流や地域文化
伝承の場としている点も素晴
らしいと思う。

小学校に校庭開放管理人や，
地域住民の協力の実現は大い
に評価できる。さらに，小学
校教室における多世代交流や
地域文化伝承の場の設定も大
いに評価できる。

生涯学習課

所管課名
取組・成果 事　　務　　局

事務事業名 事　業　内　容

市民参画・協働事業の推進は
評価できる。また，応募が
あった３０名を青少年リー
ダーとして登録し，企画・運
営していることは価値のある
活動である。

スポーツ・
青少年課

本事業を効果的・効率的に実
施し続けるためには，青少年
リーダー育成が欠かせないと
思う。リーダー登録者の活動
事業を工夫してほしい。

青少年健全育
成及び青少年
団体育成事業

次世代を担う青少年の健全
育成と青少年団体やこども
会活動の支援を行う。

青少年健全育成及び青少年団
体育成事業では，青少年リー
ダーを募りコミュニケーショ
ンスキル研修のほかレクゲー
ム研修等の事業を展開し，地
域子ども会事業にリーダー派
遣をした。また，応募があっ
た３０名を青少年リーダーと
して登録した。
なお，成人式では企画・運営
を市提案型市民参画協働事業
とし，新成人を中心としたグ
ループに事業委託した。

リーダー登録者の活動事業
を検討し継続的に展開する
必要がある。
また，成人式事業では，新
成人による手づくり運営を
継続することができ，新成
人自らが成人として自覚で
きる事業として継続実施で
きる良い機会であるが，企
画内容によっては余裕ある
事業経費を組む必要があ
る。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

学校地域連携
促進事業

学校・家庭・地域が子ども
の育成に係る教育目標や課
題を共有し，効率的な学校
支援活動を促進するととも
に，地域が主体的に学校運
営に参画する，地域に支え
られる学校の在り方につい
て，精道小学校をモデル校
として実践研究を行う。

学校支援ボランティアの組織
化を図った（学校側に支援内
容を聞き取り，図書・園芸・
環境の３分野に重点を置き，
支援を実施）。
精道小学校地域連携促進協議
会を開催し，支援活動に対す
る評価を行った。
学校・家庭・地域関係者で情
報交換や意見交換の場面を設
定した。
活動の報告等情報共有のため
の「すまいるねっとつうし
ん」を発行した。

参加人数延べ約
1,300人
精道小学校地域
連携促進協議会
の開催回数5回
（総会1回，幹
事会４回）
ボランティア
ネットワーク研
修会
ボランティア交
流会2回
すまいるねっと
つうしんの発行
回数2回
(昨年度実績
協議会の開催回
数４回，
すまいるねっと
つうしんの発行
回数２回）

学校地域連携促進事業では，
学校支援活動や情報交換を通
じ，連携の拡充を図ることで
学校・家庭・地域の信頼関係
の構築や，地域連携への共通
認識を持つことができた。
また，地域や家庭が学校に関
わる事で，あいさつをする子
どもが増えるなど良い変化が
生まれた。
事業としては，平成２３年度
で終了するが，２年間の取組
を通じて構築できたネット
ワークを，今後も引き続き継
続していくことが望ましい。

学校地域連携促進事業で
は，事業としては平成23年
度で終了するが，今後も学
校・家庭・地域が主体と
なって活動を継続していく
中で，新たな支援者の確保
と定着，リーダーの育成を
支援する必要がある。

平成22～23年度精道小学校
をモデル校として実施。保護
者や地域がボランティアとし
て学校の活動に関わり，相互
の理解を深めることができた
点は評価できます。事業は
23年度で終了するが，今後
も自主的に継続を支援できる
ような工夫を期待する。

地域や家庭が学校に関わる事
で，あいさつをする子どもが
増えるなど良い変化が生まれ
たことは，大いに評価でき
る。今後も，モデル校での成
功体験を普及拡充させること
を検討する必要がある。

生涯学習課

青少年問題協
議会

青少年の指導，育成，保
護，矯正に関する総合施策
の樹立につき，重要事項を
調査審議し施策の適切な実
施を行うための関係行政機
関相互の連携調整を図る。

芦屋市青少年問題協議会を開
催した。

1回（昨年度実
績0回）

芦屋市青少年問題協議会で
は，協議会を再開し，芦屋市
の青少年に対する取組につい
て共通認識を持つことができ
たが，引き続き，効果を検証
しつつ，同事業の継続が必要
である。

青少年に対する各種事業に
ついては，各所管において
積極的に取り組んでおり一
定の成果を上げていること
から，今後も各所管の取り
組み内容を共有することが
重要であり，今後も協議会
の開催を行うことが必要で
ある。

芦屋市青少年問題協議会で
は，協議会を再開し，芦屋市
の青少年に対する取組につい
て共通認識を持つことができ
た点は評価できる。

青少年の指導，育成，保護，
矯正に関する総合施策につい
ては，一定の成果をあげてい
る。今後も，関係行政機関相
互の連携調整と，協議会の開
催を行うことが必要である。

生涯学習課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

街頭巡視活動

青少年育成愛護委員による日
常的な巡視活動（パトロー
ル）を推進する。小学校校区
ごとに班を編成して実施。

委員数169人
巡 視 回 数 522
回
延人数2775人

毎年520回～560回の巡視活
動を実施してきた。愛護委員
による巡視活動を中心とした
子どもの見守りや声かけ活動
など，継続した地道な活動に
より芦屋市の青少年は比較的
落ち着いた状況といえる。

引き続き芦屋市の愛護活動
や愛護委員の周知に務め
る。

見守りや声かけ活動など，継
続した地道な活動により芦屋
市の青少年は比較的落ち着い
た状況となっている点は評価
できる。

街頭巡視活動における青少年
育成愛護委員による日常的な
巡視活動（パトロール）は，
地道であるが効果をあげてお
り評価できる。また，子ども
の見守りや声かけ活動なども
芦屋市らしい価値ある活動で
ある。

青少年愛護
センター

有害図書の回収。
書店・レンタルビデオ店，量
販店を随時訪問，指導。

有害図書の回収
月１回，
環境状況調査
10～11月実施

回収した図書の冊数の多少で
の評価は難しい。

引き続き有害図書を家庭に
持ち込まないよう，啓発に
努める。

定期的に環境状況調査を行う
ことは極めて重要である。今
後ネットに関わる有害情報か
ら子どもを守る方法について
も検討が必要になると思われ
る。

青少年愛護
センター

子ども達を取り巻く様々な危
険性について啓発や情報の提
供を実施。

愛護委員研修会
啓発冊子，パン
フレット等の配
布

愛護委員を対象に「声かけの
実際」として研修会を開催し
た。
５歳児を持つ保護者向け冊子
を市内保育所・幼稚園で配布
した。
市内公立中学校生徒・保護者
にフィルタリング利用の啓発
パンフレットを配布した。

引き続き研修会を実施し，
愛護委員の資質の向上に努
める。
冊子やパンフレット等を利
用し啓発に努め，また情報
提供等を行う。

研修会を実施し，愛護委員の
資質の向上に努める活動は大
いに評価できる。

青少年愛護
センター

青少年愛護センター相談事
業

青少年の問題全般について，
電話，来所及び訪問による相
談活動を実施。

相談件数17件
専門の相談員ではなく，愛護
センター職員（指導主事）が
相談を受けている。

今後に向け，豊かな経験を
持ち適切なアドバイスので
きる人員の確保が必要であ
る。

相談を受ける体制の充実を図
るとともに相談窓口の周知に
も努める必要がある。

愛護センター職員（指導主
事）が相談を受けているとい
うことであるが，その経験を
蓄積し，今後も専門性を高め
たアドバイスを努めていただ
きたい。

青少年愛護
センター

有害環境対策事業として，市
内公立中学校生徒・保護者に
携帯電話のフィルタリング利
用の啓発パンフレットを配布
した新しい取組は評価でき
る。

青少年愛護セ
ンター運営事
業 有害環境対策
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Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果
６　「いつでも，どこでも，だれでも」参加できる生涯学習社会づくりを推進します

学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

文化施設管理
業務(美術博物
館）

美術博物館の施設管理・保
守点検を行う。

新たに指定管理者制度を導
入し，指定管理者において
運営を行った。

入館者数
21,511人（昨
年度22,901
人）
うち有料入館者
8,398人（昨
年度7,149
人）

合議体での組織運営であるた
め，各々役割分担はされてい
るとはいえ，統制面に課題が
残る。

内部における円滑な意思疎
通及び代表者の統率力の強
化

指定管理者制度での成果を
向上させるため，指定管理
者に対する積極的な指導が
必要である。事業計画の進
捗や利用者の満足度アン
ケート等を活用した取組を
期待する。

指定管理者制で運営するた
め，今までに蓄積してきた
ノウハウを体系化する必要
がある。そのためには，ノ
ウハウの標準化により分業
化を図り，合議体の組織運
営を効率化することが重要
である。

生涯学習課

一般社会教育
管理

地域における必要な課題学
習や課題解決活動が推進し
やすくなるように，様々な
学習活動の機会のための支
援を行う。

神戸市，西宮市，宝塚市，
三田市，明石市，洲本市，
南あわじ市，淡路市，鳴門
市，徳島市の62教育関連施
設が利用できる「のびのび
パスポート」を市内在住の
小中学生に配布した。（平
成4年度から実施）

作成数8,200
枚（昨年度実績
8,1６0枚）

兵庫県の実施事業である｢の
びのびパスポート｣の配布を
通し，子どもたちの健全育成
と教育環境の充実に役立って
いる。

一般社会教育管理は，今後
ものびのびパスポートを配
布することにより教育関連
施設の利用を活性化する。

一般社会教育管理では，｢の
びのびパスポート｣の配布を
通し，子どもたちの健全育
成と教育環境の充実に役
立っているようであり，一
般社会教育管理事業は，今
後も現状を維持すべきだと
考える。

一般社会教育管理は今後も
現状維持で良いと考えられ
る。ただ「のびのびパス
ポート」の配布による子ど
もたちの健全育成の再検証
が必要である。その方法と
して教育関連施設の利用を
調査していくことが必要で
ある。

生涯学習課

生涯学習出前講座（59講
座）を実施した。

30回（昨年度
実績25回）

県立芦屋国際高校オープン
カレッジ運営委員会と共催
し，講座を開催した。

2講座（昨年度
実績も同じ）

三条分室及び
三条デイサー
ビスセンター
の維持管理

コミスク活動の支援とし
て，三条分室，コミスク
室，会議室の施設補修及び
消防設備等の保守点検を行
う。

施設内清掃，樹木への散
水・除草，ゴミの搬出，駐
車場管理，施設内巡回によ
る安全点検等地元の「三条
地域協議会」に業務委託し
実施した。

－

三条分室及び三条デイサービ
スセンターの維持管理では，
コミスク活動の支援として，
三条分室を適切に管理するこ
とにより安全な活動場所を確
保されている。

三条分室及び三条デイサー
ビスセンターの維持管理で
は，委託事業も含め現状を
維持する。

業務委託等を積極的に推進
し，サービス向上と，コス
ト削減に努力いただきた
い。

業務委託債を積極的に推進
すると同時に，引き続き安
定的な維持管理とコスト削
減を継続することが重要で
ある。

生涯学習課

コミュニ
ティ・スクー
ル関係

学校の教育活動に支障のな
い範囲内において，小学校
を地域住民に開放し，自主
的な文化活動・スポーツ活
動や地域活動を通じて，学
校・地域・家庭の連携と住
民相互の連帯感や自治意識
を高め，より良いコミュニ
ティの創造・発展を図る。

コミュニティ・スクール活
動を支援した。

登録団体数
302団体，活
動事業数125
事業（昨年度実
績287団体，
129事業）

コミュニティ・スクール関係
では，学校・地域・家庭の連
携の場を継続して提供してい
ることで，コミスク活動を通
して地域の教育力の向上が図
られている。

コミュニティ・スクール関
係では，運営体制と事業活
動等への支援強化を通じ
て，さらにより良いコミュ
ニティの創造・発展を図
る。

運営体制と事業活動等への
支援強化を通じて，さらに
より良いコミュニティの創
造・発展を図ることを期待
する。

コミュニティ・スクール
は，新しい時代の社会教育
の象徴活動である。より積
極的な推進が必要である。
今後，地域の教育力の向上
に対する支援も必要であ
る。

生涯学習課

生涯学習推進
事業

生涯学習の推進を図るた
め，生涯学習出前講座や
オープンカレッジを開催す
る。富田砕花顕彰会事業を
支援する。

生涯学習推進事業では，新し
い時代に対応し，「不易」な
原則を踏まえつつも，社会的
状況の変化に対応した第２次
芦屋市生涯学習基本構想(平
成21年3月策定)に基づく事
業を実施している。

所管課名
取組・成果 事　　務　　局

事務事業名 事　業　内　容

生涯学習推進事業では，教
育振興基本計画をはじめ，
生涯学習推進基本構想を実
施するための推進体制の拡
充を図る。

第２次芦屋市生涯学習基本
構想に基づく事業の着実な
取組を期待する。

第２次芦屋市生涯学習基本
構想に基づき，引き続き事
業を円滑に推進させること
が重要である。そのための
方法として，生涯学習出前
講座やオープンカレッジの
開催は有効である。

生涯学習課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

社会教育関係団体の追加登
録の受付を行った。また社
会教育関係団体の登録要件
等を見直し，社会教育活動
の活性化の推進に向けて取
り組んだ。

追加登録団体4
団体，総登録団
体355団体
（昨年度実績6
団体，374団
体）

市ＰＴＡ協議会等へ事業運
営支援として経費の一部を
補助した。

12団体（昨年
度実績12団
体）

人権教育の推
進

市民が幅広い人権に対して
認識と知識を意識付けし，
より良い生活を送れるよう
支援する。

人権啓発を推進するため，
学校園に対して人権啓発図
書の配布及び啓発DVDの購
入，成人式での人権啓発
グッズの配布を行った。

啓発図書の配布
数27冊，啓発
グッズの配布数
820本（昨年
度750本配
布）

人権教育の推進では，人権に
関する意識の啓発方法を工夫
し，引き続き推進を図ること
が必要である。

人権啓発の推進では，事業
内容の性質上，今後も啓発
活動の継続に取り組む。

人権啓発の推進では，事業
の性格上，継続して啓発す
ることが重要だと思う。

人権啓発図書やグッズと
いった従来の方法だけでな
く，啓発目標を達成するた
めの活動計画の検討も必要
である。

生涯学習課

講演会及び研究大会を実施
した。

2回（昨年度実
績2回）

総会及び各種部会等を実施
した。（理事会，常任理事
会，役員会，各種委員会
等）

57回（昨年度
実績60回）

富田砕花顕彰
事業管理委託
(旧居管理)

兵庫県文化の父「富田砕
花」の偉業を顕彰し後世に
伝えるとともに，旧居の良
好な管理を行う。

富田砕花顕彰事業管理委託
（旧居管理）を実施した。

入館者数428
人（昨年度実績
312人）

富田砕花顕彰事業管理委託
(旧居管理)では，現状を維持
し，事業は概ね達成できてい
る。

顕彰事業の更なる活性化を
図る為，広く市民へ同事業
を広報する必要性がある。
又，施設面では老朽化が進
んでおり，今後，維持管理
費用の増加が見込まれる。

兵庫県文化の父「富田砕
花」の偉業を顕彰し後世に
伝えるためには，多くの市
民の理解と協力が必要だと
思う。

文化力を発信するために
も，広く入館者数を増やす
広報の創意工夫とその活動
が必要である。それらの活
動を，事業管理委託と合わ
せて取り組むことも考えら
れる。

生涯学習課

谷崎潤一郎賞
受賞記念文化
事業

我が国の文学界の権威ある
賞として知られている中央
公論新社「谷崎潤一郎賞」
受賞者を芦屋市に招き，講
演会を開催する。

平成23年度47回谷崎潤一
郎賞の受賞者は稲葉真弓氏
で受賞作品は「半島へ」が
選ばれた。又，受賞記念講
演会をルナ・ホールで開催
した。

入館者数157
人（昨年度は
222人）

谷崎潤一郎記念館のＰＲとと
もに，本市が発信する文化事
業として定着している。

芦屋から発信する文化事業
として定着させ，谷崎潤一
郎記念館の活性化と谷崎文
化の拠点として文化振興に
寄与する。

谷崎潤一郎賞受賞記念文化
事業は，谷崎潤一郎記念館
のＰＲとともに，本市が発
信する文化事業として定着
しているようであり，今後
も継続すべき事業である。

芦屋の文化事業の要として
広く告知するとともに，入
館者数の拡大が何よりも重
要である。そのため，他の
文化活動との連携を図るこ
とが必要である。

生涯学習課

文化施設管理
業務（谷崎潤
一郎記念館）

谷崎潤一郎文学の業績をし
のび，市民や愛好者に谷崎
文学を発信するとともに，
記念館の良好な維持管理を
行う。

指定管理者において運営を
行った。

入館者数
14,276人（昨
年度実績
10,527人）

指定管理者の運営で3年が経
過，入館者数は昨年度比
35.6％増加した。指定管理
者が所有する資料の公開など
事業の充実に努めているが，
更なる努力が必要だと考え
る。

文化施設管理業務（谷崎）
では，全国的な認知度をよ
り高める必要がある。

入館者数は昨年度比35.6％
増加は立派だと思う。

谷崎潤一郎文学の現代にお
ける意義について広める創
意工夫が一層求められる。
全国に認知度を広めるため
の創造的で革新的な取組が
必要である。

生涯学習課

人権教育推進協議会補助金
では，効果を検証しつつ，
引き続き推進を図ることが
必要だと思う。

定期的な講演会及び研究大
会は重要である。また，人
権に関する学習活動の計画
化に加えて，効果検証のた
めに学習活動目標の基準を
明確化する必要がある。

生涯学習課

社会教育関係団体支援・育
成事業では，効果を検証し
つつ，引き続き活動を活発
にするための援助，支援が
必要であると思う。

登録団体の活動状況を評価
してフィードバックする必
要がある。さらにその結果
を情報公開することも重要
である。

人権教育推進
協議会補助金

芦屋市人権教育推進協議会
を支援するため補助金を支
出する。芦屋市人権教育研
究大会の実施により人権に
関する学習活動の推進を図
る。

人権教育推進協議会補助金で
は，効果を検証しつつ，引き
続き学習活動の推進を図るこ
とが必要である。

人権教育推進協議会補助金
では，市内唯一の人権学習
を実施する任意団体とし，
その活動が活発化するよう
支援する。

社会教育関係
団体支援・育
成事業

社会教育活動を活発にする
ための援助，資料収集及び
活動の支援を行う。社会教
育関係団体は，使用する社
会教育施設の使用料の３割
を減免する。

社会教育関係団体支援・育成
事業では，社会教育関係団体
の地域での役割を再認識して
いただくための研修会を開催
した。今後も引き続き，社会
教育活動を活発にするための
支援が必要である。

社会教育関係団体支援・育
成事業では，効果を検証し
つつ，社会教育活動を活発
にするための支援を継続し
て行う。

生涯学習課
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

美術博物館管
理運営委託事
業

美術博物館の管理運営，資
料の収集・保存・整理・公
開・展示を実施し，市民文
化の発展に寄与する。

新たに指定管理者制度を導
入し，指定管理者において
管理運営等を行った。

入館者数
21,511人（昨
年度22,901
人）
うち有料入館者
8,398人（昨
年度7,149
人）

平成23年度は入館者数の大
幅な増加に寄与する「アート
フリーマーケット」が準備不
足と天候のため，1日間の開
催となるなど，昨年と比較し
約1,400名程度減少した。

更なる展覧会，講座・イベ
ントの充実と円滑な実施，
広報活動の強化に努める必
要がある。

23年度から指定管理者制度
を導入し，全入館者数は，
天候等によりフリーマー
ケットの開催日数が減った
ため減少したが，
有料入館者数は増加した点
は評価できる。

指定管理制で運営しつつ，
入館者数を増やす企画も同
時に検討する必要がある。
入館者増加のための準備と
計画を早めに行うことであ
る。

生涯学習課

啓発事業（講演会・落語・
講座・パンフレット印刷）
を行った。

講演会及び落語
1回．講座9
回，展示1回，
パンフレット発
行1刊（改訂
1）（昨年度実
績講座8回,展示
0回,パンフレッ
ト発行3刊）

既存遺跡等維持管理（樹木
伐採・草刈り等整備，説明
板取替）及び遺跡入口道路
の新設。

草刈・樹木伐採
等7回，説明板
取替2ヶ所。入
り口新設1ヶ
所。（昨年度実
績草刈5回）

埋蔵文化財の発掘調査を実
施した。

調査件数13件
（昨年度実績
56件）

出土遺物等の管理及び調査
報告書を作成した。

報告書発刊件数
3件

文化財保護審
議会の運営

市指定文化財の指定及びそ
の指定の解除に関する学術
的な調査審議等，文化財の
保存及び活用に関する重要
な事項についての学術的な
調査審議等を行う。

文化財保護審議会を開催
し，芦屋川の文化的景観と
月若遺跡出土小銅鐸を市指
定文化財とすることについ
て答申を受けた。

1回（昨年度実
績1回）

文化財保護審議会の運営で
は，定例審議会を実施し，引
き続き文化財行政の課題整理
を行うことが必要である。

文化財保護審議会の運営で
は，審議会の意見を基に，
文化財保護の啓発活動を拡
充していく。

文化財保護審議会の運営で
は，審議会の意見を基に，
文化財保護の啓発活動を拡
充していただきたい。

学術的な調査審議を継続す
ることが必要である。その
ため，引き続き文化財行政
の課題整理を行うことであ
る。

生涯学習課

生涯学習課

講座等の啓発活動や既存遺
跡等維持管理及び国登録有
形文化財の新規登録は，必
要な事業だと思う。

啓発事業（講演会・落語・
講座・パンフレット印刷）
は，今後も継続的に取り組
むことは有効である。ま
た，文化財保護および啓発
事業について，新しい視角
からその方法を再検討する
必要がある。

生涯学習課

文化財発掘調
査事業

未発掘の埋蔵文化財を保
護，保存することで，市民
の財産にするとともに後世
へも伝承する。

文化財保護及
び啓発事業

市内文化財の歴史的・学術
的な意義を明らかにしてい
くことで，市民の地域に対
する愛着を高めるとともに
後世へも伝承する。

文化財保護及び啓発事業で
は，文化財が市民の貴重な財
産として理解を深められる取
組が必要である。

文化財保護及び啓発事業で
は，市民が地域に対する愛
着をさらに深めるよう，今
後も講座等の啓発活動をさ
らに発展させていく必要が
ある。

文化財発掘調査事業では，市
民ボランティアとの積極的な
協働を図っており，最少の経
費で効果を得る取組を実践し
ているが，さらに経費節減の
努力が必要である。

文化財発掘調査事業では，
発掘調査について，調査方
針・基準の改良をより一層
進め，経済性を高めてい
く。

文化財発掘調査事業では，
市民ボランティアとの協働
により，さらに経費節減の
努力が必要だと思う。

市民ボランティアとの積極
的な協働に加えて，ボラン
ティア間のネットワークの
拡大を支援する体制を整備
することである。引き続
き，効果性と経済性の両面
を実現する必要がある。
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市民センター
管理運営

生涯学習や社会福祉活動の
場所を提供する。

平成23年3月16日から，
201室・202室の利用者を
対象にインターネット接続
サービスを開始。同年6月か
ら，別館の113室・114
室・115室・116多目的室
の貸し出しを開始した。

利用件数
14,457件（昨
年度実績
13,744件）

インターネット接続は月２件
程度の利用だが，公民館のパ
ソコン講座での利用等効果は
上がっている。新たに整備し
た貸室の利用は増えてきた
が，施設全体として利用率は
低下気味である。

利用者のニーズを把握し，
施設の改修等に努めてい
く。
市民センターは，現在，一
部業務委託（施設管理，清
掃など）を実施している
が，公民館を含め，安定し
た事業を継続するため，事
業提案型の民間委託を拡大
する。また，指定管理制度
の導入に向けて実施状況を
検証しながら調査研究を進
めていく。

インターネット接続サービ
スを開始した点は，評価で
きるが，施設全体として利
用率は低下気味であり，今
後，指定管理者制度等を導
入を研究してほしい。

利用者のニーズを把握する
方法を確立することであ
る。指定管理者制度の導入
においては，付加価値の高
い業務活動も含めて業務を
標準化することが重要であ
る。さらにそれらの業務を
維持することが必要であ
る。

市民セン
ター

市民ギャラリーを開催し
た。

参加団体18団
体，来場者数約
7,353人（昨
年度実績16団
体，約6,625
人）

市民ステージを開催した。

参加団体8団
体，来場者数約
3,630人（昨
年度実績11団
体，約6,193
人）

市民絵画展を開催した。

出品数45点，
観覧者数685
人（昨年度実績
40点，450
人）

落語，名曲コンサート，芝
居，オーケストラ，弦楽，
ミュージカル等を実施し
た。

いきいきシネマサロンを実
施した。

市民セン
ター

市民セン
ター

ルナ・ホール事業運営の基
本計画に沿って活動を推進
している。引き続き，市民
を巻き込んだ「第２回芦屋
文学検定」の実施と，市民
プロデュースで｢芦屋ティア
フル映画祭｣の開催などで推
進していただきたい。

市民会館文化事業では，
色々な学習を行っているグ
ループ等に日ごろの学習成
果を発表する機会を提供
し，さらなる学習の意欲を
引き出す効果があり，参加
団体拡大などの工夫を期待
する。

市民会館文化事業は概ね事
業は達成できている。今
後，学習成果を発表する機
会開発，広報，さらに，活
動サポート体制の検討も必
要である。

ルナ・ホール
事業

音楽コンサート，落語，映
画等の芸術を鑑賞する機会
を提供することにより市民
文化の振興を図る。21年
度に策定した「ルナ･ホー
ル事業運営の基本計画」に
沿って事業を実施した。

15回，延入場
者数7,148人
（昨年度実績
17回5,424
人）

「ルナ･ホール事業運営の基
本計画」に沿った事業として
「第２回芦屋文学検定」を実
施するとともに，市民プロ
デュースで｢芦屋ティアフル
映画祭｣を開催，クリスマス
イブに親子514人が参加し
た。

「ルナ･ホール事業運営の基
本計画」に沿った事業を，
民間の企画力とノウハウを
活用して実施してもらうた
め，平成２４年度から民間
事業者への業務委託を行
う。

「ルナ･ホール事業運営の基
本計画」に沿った事業展開
を着実に進めてほしい。民
間事業者への業務委託が円
滑に行われることを期待す
る。

市民会館文化
事業

色々な学習を行っているグ
ループ等に日ごろの学習成
果を発表する機会を提供
し，さらなる学習の意欲を
引き出すことにより，生涯
学習の推進を図る。

市民会館文化事業では，参加
団体拡大などの課題はある
が，前年に引き続き事業は達
成できている。

市民会館文化事業では，参
加団体が毎年同じであるの
で，さらなる拡大を平成24
年度は市直営で実施してい
く。
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公民館音楽会

市民ボランティアの参画に
より，様々な音楽に親し
み，情操を高め，生涯学習
の推進に貢献するために音
楽会を開催。

音楽会を実施した。
8回1,702人
（昨年度実績
6回1,075人）

公民館音楽会では，事業費は
参加費で回収できており，年
数回の開催により，事業目的
は達成されている。

民間の企画力とノウハウを
活用するため，平成24年度
から民間事業者への業務委
託で実施する。

公民館音楽会では，事業目
的を達成しており，関係者
の尽力に敬意を表する。

公民館音楽会では，事業目
的を達成している。平成24
年度から民間事業者への業
務委託で実施することで，
民間の企画力とノウハウを
活用することは重要であ
る。

公民館図書室
の運営

生涯学習の推進並びに教養
の向上のため公民館の施設
として図書室を整備し，図
書館と連携を図って運営す
る。

図書を貸出しした。

利用者数
12,057人
（昨年度実績
11,989人）

公民館図書室の運営では，図
書館本館等との連携により，
おおむね目的を達成してい
る。

公民館図書室の運営では，
事業目的を達成しており，
平成24年度は引き続き市直
営で実施する。

図書館業務は，指定管理者
制度に適した制度かどうか
も含めて検討していただき
たい。

公民館図書室の運営では，
図書館本館等との連携が奏
功し，事業目的を達成して
いる。今後の課題を挙げる
とすれば，標準化できる業
務は，業務委託等の検討が
必要である。

芦屋川カレッジは，必修
コース36回と選択コース各
15回の講座を実施した。

定員110人
受講者数104
人
（昨年度実績
90人）

芦屋川カレッジ大学院（芦
屋川カレッジ修了生対象）
「伝統芸能をひも解く」13
回の講座を実施した。

定員100人
受講者数101
人
（昨年度実績
32人）

芦屋川カレッジ聴講生
（選択コース…２コース，
各9回）

定員100人
受講者数88人
（昨年度実績
70人）

講演・講座・
学級・教室等
の開催

年間を通して，市民の学習
ニーズ及び市の教育方針に
基づいて，講演･講座･学
級･教室等を開催する。

講座・講演・セミナー・子
ども教室等を実施した。

25講座，30事
業（昨年度実績
23講座,31事
業）

講演・講座・学級・教室等の
開催では，市民の学習ニーズ
に合った講座の企画を考え，
幅広い年代の多くの方々に受
講してもらえるように工夫す
ることが必要である。

平成２４年度から民間事業
者への業務委託を実施す
る。その中で色々な市民の
学習ニーズあった講座等を
実施する。学習後も仲間作
りやグループ化を進める。
また，公民館で学んだこと
を地域に還元できるように
したい。

民間事業者への円滑な業務
委託を期待する。講演・講
座・学級・教室等の開催で
は，講座の内容や時間を工
夫して，より幅広い年代に
受講してもらえるようにし
ていただきたい。

幅広い層の市民の学習ニー
ズを，吸い上げる場や機会
を検討が重要である。その
ため，学習後も仲間作りや
グループ化をさらに進める
ことが有効である。

公民館

公民館

公民館

高齢者の学習機会の整備と
社会的活動への参加促進を
図るため６０歳以上の市民
を対象とした高齢者大学を
開催する。

芦屋川カレッジでは，多くの
方々の受講生の申込みがあり
好評を得ているが，学んだこ
とを地域に還元できるシステ
ム作りが必要である。

芦屋川カレッ
ジ・芦屋川カ
レッジ大学院

民間の企画力とノウハウを
活用するため，平成２４年
度から民間事業者への業務
委託を実施する。
芦屋川カレッジ・芦屋川カ
レッジ大学院では，修了生
に学んだことを地域に還元
できるように支援する。
カリキュラムの内容も受講
生のニーズに応えるよう考
慮し，今後もより良い講座
となるよう検討する。

民間事業者への円滑な業務
委託を期待する。カリキュ
ラムの内容も受講生のニー
ズに応えるよう考慮し，よ
り良い講座となるよう工夫
してほしい。

学んだことを地域に還元で
きるシステム作りの具体策
の検討が必要である。ま
た，定員割れをなくすため
にも，修了生のネットワー
クを活用した受講者集めを
検討が必要である。

28



学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

常設展示事
業・公民館
ギャラリー

市民が学習成果を発表する
場を提供するとともに，文
化意識の向上を図るため，
常設展示事業・公民館ギャ
ラリーを開設する。

常設展示・公民館ギャラ
リーにおいて展示を行っ
た。

195日（昨年
度実績195
日）

常設展示事業・公民館ギャラ
リーでは，市民のグループ活
動の発表の場として，また，
市民センターを訪れる方に
は，色々な展示作品を見るこ
とで，より親しまれる施設と
なることができる。

平成24年度は市直営で実施
する。常設展示事業・公民
館ギャラリーでは，展示場
に作品が展示していない日
がある。一般の展示目的の
利用も増えるように，ＰＲ
等を行う。

常設展示・公民館ギャラ
リーにおける展示の充実を
期待する。

市民参加型の事業として充
実させることが重要であ
る。そのため，常設展示企
画なども市民参加を促す取
組の検討が必要である。

公民館

打出教育文化
センター管理
運営

安全で美しい施設におい
て，様々な文化活動を行
い，コミュニティの場とし
て活用する。

貸室業務を実施した。

利用件数480
件，利用者数
6,645人（昨
年度実績454
件，6,582
人）

打出教育文化センター管理運
営では，貸室事業は，市民の
方に気持ちよく利用していた
だけるように配慮することが
必要である。

打出教育文化センター管理
運営では，コミュニティの
場として，自治会会合等憩
いの場及び話し合いの場と
なっており，今後も継続し
て実施する。

利用者数も安定しており，
今後は，気持ちよく利用し
ていただけるような小さな
配慮の積み重ねが必要だと
思う。

貸室事業において，今後，
業者委託の拡大や指定管理
制度の導入などを検討する
場合は，コミュニティの場
として，他の事務事業とも
連動させて実施することで
ある。その際，コスト削減
も同時に必要である。

打出教育文
化センター

広域の各種競技会等に必要
な経費の一部を助成し，意
欲の醸成を行う。

スポーツ交流事業助成金を
交付した。

57件，484
人，1団体（昨
年度実績68
件，490人，1
団体）

優秀なスポーツ選手等を表
彰することにより，スポー
ツ活動の一層の促進及び充
実を図る。

スポーツ賞表彰を実施し
た。

実技表彰76
人，功労表彰0
人（昨年度実績
実技表彰15
人，功労表彰1
人）

スポーツ振興
基金事業

本事業については，毎年継続
して実施しているが，課題と
なる指導者の発掘，育成に努
めるるため，２３年度から有
資格取得のための講習会派遣
事業も実施している。
実績として，障がい者スポー
ツの推進に寄与したが，今後
は子どもの体力低下の懸念か
らジュニア指導者，また，さ
らなる地域スポーツ推進のた
めのクラブマネジャーの育成
のため講習会に派遣したい。

障がい者スポーツへの積極
的な活動を促すため，広域
大会参加への緩和処置をし
ているが，参加者はあまり
増えていないのが現状であ
る。障害福祉課や福祉セン
ターなどが連携して横断的
取組みが大事だと思う。

スポーツ・
青少年課

関係する各課との連携をと
り，事業の質的充実を期待
する。

多種多様な助成事業につい
ては，定期的な見直しが必
要である。ただし，参加者
のモチベーションを下げな
い工夫が求められ，そのた
めの情報公開が必要であ
る。
また，障害福祉課や福祉セ
ンターなどが連携して横断
的取組を充実させることが
求められる。
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芦屋市スポーツ振興計画後
期５カ年計画を策定した。

－

スポーツリーダー講習会を
実施した。

18人×1講座
27人×1講座
21人×8講座
（昨年実績69
人×8講座）

ニュースポーツ，競技ス
ポーツ，障がい者スポー
ツ，スポーツ啓発事業を実
施した。

37回，4,339
人（昨年度実績
8回，2,452人

市民ゴルフ大会を開催し
た。

参加者数142
人（昨年度実績
139人）

体力づくり強調月間行事
（体育の日の行事を含む）

参加者数
2,200人（昨
年度実績
1,804人）

体育館・青少年センター他4
施設は，特定非営利活動法
人芦屋市体育協会を指定管
理者として管理運営を行っ
た。

－

海浜公園プールは，スポー
ツクラブＮＡＳ株式会社を
指定管理者として管理運営
を行った。

－

朝日ヶ丘公園有料公園施設
（芦屋市民プール）は，特
定非営利活動法人芦屋水練
学校を指定管理者として運
営を行った。

－

芦屋公園有料公園施設（芦
屋公園庭球場）では，芦屋
国際ローンテニスクラブと
芦屋市体育協会事業連合を
指定管理者とし，管理運営
を行った。

－

生涯スポーツ
推進事業

社会体育施設の管理運営事
業では，最少の経費で最大
の効果を目指す指定管理の
目的はおおむね達成されて
いることは評価できる。
今後も，指定管理の運営に
ついて，さらに精査し，効
果を向上させることを期待
する。

指定管理の運営について，
マネジメントの評価基準を
明確にする必要がある。そ
の上で，精査し，効果を図
ることが求められる。特
に，利用者の安全面の配慮
と，施設のコスト面の軽減
が重要である。

社会体育施設
の管理運営事
業

市民の体育及びレクリエー
ション活動の振興に寄与す
る施設として，社会体育施
設の適正な管理運営を行
う。

社会体育施設の管理運営事業
では，最少の経費で最大の効
果を目指す指定管理の目的は
おおむね達成されている。

健康増進を図り，生きがい
に満ちた豊かな生活の実現
を目指して，地域スポーツ
の活性化とスポーツ・
フォー・エブリワンの定着
を図る取組を行う。

本事業については，スポーツ
無関心層へのアプローチ事業
から，スポーツ啓発事業，競
技スポーツ（競技会開催）ま
で，それぞれのミッション，
ビジョンを策定しながら推進
してきた。最近では，障がい
者スポーツ事業を始めたとこ
ろである。

本市の基本コンセプトとし
て，スポーツ・フォー・エ
ブリワン（すべての人に豊
かなスポーツライフを）を
掲げ，その課題として，子
どもの体力低下からの体力
向上事業，障がい者スポー
ツ事業の推進，地域スポー
ツクラブ育成事業などがあ
るが，関係課が横断的に連
携して取り組む必要があ
る。

社会体育施設の管理運営事
業では，指定管理の運営に
ついて，さらに精査し，効
果を向上させる。

スポーツ・
青少年課

スポーツ・
青少年課

スポーツ振興基本計画後期5
か年計画の目的に沿ってス
ポーツ実施率を高めるとと
もに，障がい者スポーツへ
の普及と振興を図り，潜在
的スポーツ人口の発掘を期
待する。

スポーツ実施率を高めるこ
とも重要であるが，それに
加えてスポーツ継続率を高
める工夫も必要である。そ
のため，スポーツリーダー
の役割を明確にしたうえ
で，講習会を定期的に実施
することが重要である。
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学識経験者(浅野氏) 学識経験者(槇谷氏）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
所管課名

取組・成果 事　　務　　局
事務事業名 事　業　内　容

南芦屋浜（下
水処理場拡張
用地）スポー
ツ施設整備事
業

各種目の定期的練習場とし
て開放し，下水処理場整備
事業を実施するまでの暫定
施設として市民開放を行
う。

サッカー，ラグビー，軟式
野球，ソフトテニス等の定
期的練習場として市民開放
を行った。

軟式野球146
時間，サッカー
1,280時間，
ペタンク8時
間，ソフトテニ
ス292時間，
その他18時間

施設整備事業等では，気軽に
スポーツを楽しめる施設の整
備や，利便性向上のための改
修によりスポーツ人口の増加
につながると考える。

南芦屋浜（下水処理場拡張
用地）スポーツ施設整備事
業では，施設不備のないよ
う利用者協議会との定期的
な話合と施設点検を行う。
また，県下水処理用地とし
ての暫定利用施設であり，
今後は常設施設として継続
させる必要がある。

下水処理場整備事業を実施
するまでの暫定施設として
の市民開放ですが，スポー
ツ人口の増加につながると
考えられ，評価すべき取組
である。今後，常設施設と
して継続できるか研究して
ほしい。

下水処理場整備事業を実施
するまでの暫定施設として
市民開放を行ったことは評
価できる。今後継続する上
で，施設不備のないよう利
用者協議会との定期的な話
し合いと施設点検は重要で
ある。さらに，市民開放の
広報活動を徹底させる必要
がある。

スポーツ・
青少年課

図書館

図書館運営管理事業では，
図書館本館が建築後２０年
以上経過し，施設や機器の
経年劣化が顕著になりつつ
ある。現在，平成２４年度
まで図書館施設整備を実施
しており，補修を進めてい
く。

図書館運営管理事業では，
貸出し利用者数，貸出し冊
数などの利用状況は増加傾
向を示していることは評価
できる。今後も，いろいろ
なアイデアを出して，サー
ビス向上を図っていただき
たいと思う。

利用者数，貸出冊数が年々
増加の実績は，サービスの
充実度の結果を示すもので
あり大いに評価できる。今
後の課題として，利用者の
要望を聴き，それらを組み
込む体制づくりが必要であ
る。

図書館運営管理事業では，の
べ貸出し利用者数，貸出し冊
数などの利用状況は増加傾向
を示している。主に在架予約
の導入など予約サービスの充
実によるものと考える。

図書館運営事
業(収集整理利
用)

資料を収集・整理・保存し
て，市民等利用者の閲覧・
貸出しなどの利用に供し，
調査研究，レクリエーショ
ンに利用する。

図書等の貸出しを行った。

利用者数
229,278人，
貸出冊数
860,634冊
（昨年度実績
209,601人
797,789冊）
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Ⅳ　学識経験者による重点目標ごとの総合コメント

１　豊かな「人間力」をはぐくむために，考える力や創造性を伸ばす教育を進めます

　１３の事業について点検・評価しましたが，自己点検・評価
結果は，おおむね適切であり，それぞれの事業目標につい
ての達成度もほぼ目標どおりであると判断しました。４年間
にわたって，芦屋市の事業の点検評価に関わりましたが，
毎年改善を重ねている姿には敬意を表します。
　現在，大津市や赤穂市の事件もあり，いじめ問題にとどま
らず，教育委員会制度そのものへの関心が高まっているよ
うに思います。定例教育委員会の傍聴者増加や，移動教育
委員会，タウンミーティング的な市民との直接対話等，教育
委員会からの積極的な情報発信が求められます。事業の
工夫のみならず，教育委員会としての運営の工夫も期待し
ます。

　大いに評価できる活動は下記の点である。①道徳の授業
に必要な兵庫版道徳副読本の有効活用していること。②交
付金の減額のなかで，各学校が近隣地域で工夫しているこ
と。③植物の栽培や観察を通した体験的な学習，幼稚園の
公開保育の実施していること。④小学校・中学校の公開授
業の実施していること。⑤学校給食の安全性と食育事業の
推進。⑥幼・小・中合同の研修会を定期的かつ継続的に開
催している点などである。
　今後の課題は以下の点である。①子育て支援のため，ベ
テラン保育者から若年層保育者への知識・技能を伝承する
体制・しくみを再検討すること。②小中連携研究推進委員会
のメンバーやチュータ―（学習指導者）の活動をマネジメント
すること。③人的な指導の計画的配置が重要課題である。
その一つとして，ボランティアによる日常指導のマネジメント
体制を整備すること。さらに，運営管理を取り組み項目に加
える点などである。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏
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２　命と人権を大切にする教育の充実に取り組みます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

　７つの事業について点検・評価しましたが，自己点検・評
価結果は，おおむね適切であり，それぞれの事業目標につ
いての達成度もほぼ目標どおりであると判断しました。
　特に，いじめ問題については，今般実施される全国調査
だけでなく，本市教育委員会としても，積極的な独自の取組
が必要ではないかと思います。問題行動やいじめ認知件数
の把握と教育委員会内部の体制づくりや素早いアクション
をお願いします。

　大いに評価できる活動は下記の点である。①近隣校や保
護者，地域関係機関と密接に連携を図り指導していること。
②小中教員合同で講師を招聘して生徒指導の研修を実施
していること。③東日本大震災や阪神・淡路大震災の教訓
を風化させないための，様々な災害を想定した避難訓練の
実施していること。④ＣＡＰ講習会は，児童が自らの安全を
守る意識の涵養に効果をあげている点などである。
　今後の課題は下記の点である。①人権教育は道徳教育と
同期化させて，研究会，研修会を継続的に充実させる必要
があること。②今後グローバル化が進展する社会におい
て，多様性の管理に関わる教育研修も重要であること。③
今後も、児童生徒のいじめの予防につながる問題行動を，
事前に把握するため体制を確立しておくこと。④幼児児童
生徒の立場から，学校，家庭，行政との連携を図ること。⑤
教職員はこれらの視点からリスク項目を事前に整理し直し，
リスクマネジメント体制を整備しておく点などである。
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３　信頼され魅力ある学校園づくりに取り組みます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

　１５の事業について点検・評価しましたが，自己点検・評価
結果は，おおむね適切であり，それぞれの事業目標につい
ての達成度もほぼ目標どおりであると判断しました。
　若い教員が増加する中，学校園での教員育成システムづ
くりが急務です。同様の課題を抱えている他の市などの事
例をみると，①ベテラン教員のノウハウの「見える化」，②教
員間のコミュニケーションの活性化，③学校外部の資源活
用，④教員をほめる仕組み等を実践しているようです。芦屋
市での若手育成の取組を期待します。

　大いに評価できる点は下記である。①各学校園が，幼児
児童生徒や地域の特性に応じた教育目標・教育計画を明
確にしていること。②保護者や地域の方々の参画と協働の
もとで，特色ある教育活動を展開していること。③ＩＣＴ機器
の環境整備行われている点などである。
　今後の課題は下記の点である。①教員が児童の心の声
を聴くカウンセリング能力の向上などの研修を積極的に取
り入れること。②学校園専門相談員の能力開発のため，相
互学習の場や経験を共有する場を積極的に創ること。③園
児が取りうる行動について，過去の事例から体系的に文書
化しておき，今後変化する施設設備の保全改善計画に組
み込むこと。④助成を受けた私立幼稚園に対して，事業実
施報告書，収支精算書などの提出後の評価が必要である。
そのため，評価基準を提示するとともに情報公開する点な
どである。
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　事業について点検・評価しましたが，自己点検・評価結果
は，おおむね適切であり，事業目標についての達成度もほ
ぼ目標どおりであると判断しました。
　特に，学校図書館システムを全校に導入することにより，
学校図書室の整備を図ったことは評価できます。
　また，図書ボランティアをはじめ，保護者，地域の方々が
学校の読書活動を支える取組も大いに評価できます。今後
も，読書活動の推進に向けた取組を強化していただきたい
と思います。

　大いに評価できる点は下記である。①読書活動推進事業
は成果をあげていること。②そのための読書の街づくりのた
めの体制，しくみづくりをおこなっていること。③それぞれの
取組内容に対して，成果指標を明確にして取り組んでいる
こと。④全小中学校で学校図書館の本の電算化を実施した
点などである。
　今後の課題は下記の点である。①絵本の読み聞かせや
学習発表会など，直接的な人的による指導の場を多く設け
ること。②さらに，児童生徒の読書習慣の定着を図るため
の目標や指標を設定する点などである。

４　自ら本を手に取り，本が好きな子どもを育てます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏
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５　学校園・家庭・地域が連携して，子どもたちの育成を支えます

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

　６つの事業について点検・評価しましたが，自己点検・評
価結果は，おおむね適切であり，それぞれの事業目標につ
いての達成度もほぼ目標どおりであると判断しました。
　地域や家庭が学校教育を支えると同時に，学校の元気が
家庭の教育力向上や地域の活性化につながるような相互
補完の関係が期待されると思います。

　大いに評価できる点は下記である。①市民参画・協働事
業の推進を行っていること。②小学校に校庭開放管理人
や，地域住民の協力を実現していること。③地域や家庭が
学校に関わる事で，あいさつをする子どもが増えるなど良い
変化が生まれたこと。④街頭巡視活動における青少年育成
愛護委員による日常的な巡視活動（パトロール）は，地道で
あるが効果をあげていること。⑤研修会を実施し，愛護委員
の資質の向上に努める活動を実施している点などである。
　今後の課題は下記の点である。①保護者から多様なニー
ズ要求に応えるのは，公立公営での運営では限界があると
思われる。そこで，民間事業者と部署間の調整を図ること。
②定期的に環境状況調査を行うことは極めて重要であり，
今後ネットに関わる有害情報から子どもを守る方法につい
ても検討を行うこと。③愛護センター職員（指導主事）の経
験を蓄積し，今後も専門性を高めたアドバイスに努める点な
どである。
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６　「いつでも，どこでも，だれでも」参画できる生涯学習社会づくりを推進します

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 摂南大学　教授　　槇谷　正人　氏

　２９の事業について点検・評価しましたが，自己点検・評価
結果は，おおむね適切であり，それぞれの事業目標につい
ての達成度もほぼ目標どおりであると判断しました。
　業務委託や指定管理者制度活用が軌道に乗りつつある
印象です。ただ，指定管理者制度も２巡目になると，指定管
理者の固定化や，経費節減が雇用者への給与に反映され
るなど，新たな問題点も出てくるようです。今後の運用につ
いても，今から研究を進めていただければと思います。

　大いに評価できる点は下記の点である。①啓発事業（講
演会・落語・講座・パンフレット印刷）を継続的に取り組んで
いること。②市民会館文化事業は概ね事業は達成できてい
ること。③公民館図書室の運営では，図書館本館等との連
携が奏功し，事業目的を達成していること。④下水処理場
整備事業を実施するまでの暫定施設として市民開放を行っ
た点などである。
　今後の課題は下記の点である。①文化力を発信するた
め，事業管理委託と合わせて取り組むこと。②谷崎潤一郎
文学の現代における意義について広める創意工夫が一層
求められること。③市民ボランティアとの積極的な協働に加
えて，ボランティア間のネットワークの拡大を支援する体制
を整備すること。④指定管理者制度の導入においては，付
加価値の高い業務活動も含めて業務を標準化する点など
である。
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   分権化社会のもと，地方における教育委員会の責任と役割はますます重要

となっております。 

 

   こうした中，毎年度，事務事業の執行状況に応じて「点検」・「評価」し 

  て，その改善策を検討し，実行に移すこの過程を公表していくことは，教 

育委員会の果たすべき役割とその意義を広く市民の皆様にお伝えし，お知 

らせするよい機会であると考えています。 

 

 今後も開かれた教育行政の実現を図る上で，「点検」・「評価」を継続的に 

実施し，その結果を広く公表してまいりますので，市民の皆様におかれま 

しては，ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 
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